
土木工事標準歩掛の改定 
回転杭工 

 

工種名 現行 改定 摘要 
回転杭工  

①  鋼管・既製コンクリート杭打工 

①－４ 回転杭工 

１．適 用 範 囲 

本資料は，杭径800～1,200㎜の胴体回転方式にて施工される掘削長48m以下の羽根外径が杭径の1.5倍である回

転杭（開口タイプ,開端タイプ）に適用する。 

なお,以下の条件は適用範囲外とする。 

・鋼管長が7m未満の杭 

・斜杭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 施工図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-2 羽根の概要図（開口タイプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-3 羽根の概要図（開端タイプ） 
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土木工事標準歩掛の改定 
回転杭工 

 

 
現行基準
のページ 

現行 改定 摘要 

回転杭工  ２．施 工 概 要 

回転杭工は，先端部に羽根を有する鋼管杭に全回転型オールケーシング掘削機（回転杭用）（回転貫入機）に

より回転力を付与して,地中に貫入させる工法である。施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 1. 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

２. 開端タイプを採用する場合 

図2-1 施工フロー 
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現行 改定 摘要 

回転杭工  ３．機 種 の 選 定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

表3.1 機種の選定 

作業種別 機 械 名 規    格 単 位 数 量 摘 要 

回 転 貫 入 

全回転型 
オールケーシング 
掘削機（回転杭
用） 

ケーシングドライバ（スキッド
式・ディーゼル/油圧駆動） 
最大掘削径2,000mm 
排出ガス対策型(第３次基準値) 

台 1  

回転貫入機移動 

据付,杭建込, 

ヤットコ建込 

クローラクレーン 

油圧駆動式ウインチ・ 

ラチスジブ型 100ｔ吊 

排出ガス対策型（第3次基準値） 

〃 1  

杭回転用カラー 

取付け・取外し 
クローラクレーン 

油圧伸縮ジブ型 4.9ｔ吊 

排出ガス対策型（第3次基準値） 
〃 1 

（注）１ 

（注）２ 

穴 埋 め ・ 

整 地 作 業 

バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・排出ガス対策型 

(第3次基準値) 

山積0.5㎥(平積0.4㎥) 

〃 1 （注）１ 

(注) 1. バックホウ,クローラクレーン（4.9ｔ吊）は，賃料とする。 

2. 開端タイプを採用する場合は,クローラクレーン（4.9ｔ吊）を計上する。 

3. 現場条件により上表により難い場合は,別途考慮する。 

 

４．日当り編成人員 

日当り編成人員は，次表を標準とする。 

表4.1 編成人員 （人）

職種 
土木一般 
世 話 役 

とび工 特殊作業員 普通作業員 溶接工 

編成人員 1 1 1 1 ２（１） 

(注) 1. 鋼管杭径800mmの場合は,（ ）内の数値を計上する。 

   2. 継杭を施工しない場合は,溶接工は計上しない。 
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回転杭工  ５．施工歩掛  

５－１ 杭10本当りの施工日数（Ｔd） 

杭10本当りの施工日数Ｔdは，次式による。 

 

Ｔd ＝α×β×Ｔa 

 

α：土質係数 

β：板厚係数 

Ｔa：杭径別施工日数（日/10本） 

（ヤットコの有無にかかわらず使用できるものとする。） 

 

（１）土質係数（α）  
表5.1 土質係数（α） 

Ｎ値の範囲 20未満 20以上40未満 40以上 

土質係数 1.00 1.20 1.51 

(注)Ｎ値は掘削層の加重平均とする。 

 

（２）板厚係数（β）  
表5.2 板厚係数（β） 

最小板厚 12mm 14mm 16mm 

板厚係数 1.00 1.08 1.16 

(注) 板厚の異なる継杭の場合は,最小板厚の板厚係数とする。 

 

（３）杭径別施工日数（Ｔa）  
表5.3 杭径別施工日数（Ｔa） （日/10本）

掘削長（m） 
杭径 

800mm 900mm 1,000mm 1,100mm 1,200mm 

16m以下 5.57 5.77 6.05 6.33 6.61 

16mを超え 

32m以下 
10.11 10.67 11.37 12.07 12.77 

32mを超え 

48m以下 
14.65 15.56 16.68 17.81 18.94 
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回転杭工  ５－２ 諸雑費 

回転杭工の諸雑費は,鋼管吊具,カウンタウェイト,回転反力装置,ヤットコ,チャックプレート,定規鉄板,施工

管理装置,溶接機の損料,溶接ワイヤー及び銅バンドの材料費,足場材（敷鉄板）の賃料及び設置・撤去・移設,電

力に関する経費等の費用であり，労務費，運転経費及び機械損料の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として

計上する。なお,ヤットコの有無にかかわらず,本諸雑費率を適用できる。 

 

表5.4 諸雑費率 （％） 

諸 雑 費 率 7 

 

６．単価表 

（１）杭10本当り単価表  
名    称 規   格 単 位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×Ｔd 表4.1 

と び 工  〃 1×Ｔd 〃 

特 殊 作 業 員  〃 1×Ｔd 〃 

普 通 作 業 員  〃 1×Ｔd 〃 

溶 接 工  〃 ２（１）×Ｔd 
表4.1 

（注）２ 

回 転 貫 入 機 運 転 

ケーシングドライバ（スキッ

ド式・ディーゼル/油圧駆動） 

最大掘削径 2,000mm 

排出ガス対策型（第3次基準

値） 

日 Ｔd 機械損料 

クローラクレーン運転 

油圧駆動式ウインチ・ 

ラチスジブ型 100ｔ吊 

排出ガス対策型（第3次基準

値） 

〃 Ｔd 機械損料 

クローラクレーン運転 

油圧伸縮ジブ型 4.9ｔ吊 

排出ガス対策型（第3次基準

値） 

〃 Ｔd 
機械賃料 

（注）３ 

バ ッ ク ホ ウ 
（クローラ型）運転 

標準型・排出ガス対策型 

(第３次基準値) 

山積0.5㎥(平積0.4㎥) 

〃 Ｔd 機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.4 

計     

(注) １．Ｔd：杭10本当り施工日数（日／10本） 

   ２．鋼管杭径800mmの場合は,（ ）内の数値を計上する。 

   ３. 開端タイプを採用する場合は,クローラクレーン（4.9ｔ吊）を計上する。 
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回転杭工  （２）機械運転単価表  
機  械  名 規   格 適用単価表 指 定 事 項 

全 回 転 型 
オールケーシング 
掘 削 機 
（ 回 転 杭 用 ） 

ケーシングドライバ（スキッド
式・ディーゼル/油圧駆動） 
最大掘削径2,000mm 
排出ガス対策型(第３次基準値) 

機－18 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 174 
機械損料数量→ 1.48 

クローラクレーン 

油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型 100ｔ吊 
排出ガス対策型（第3次基準
値） 

機－18 
運転労務数量→ 1.00 
燃料消費量 → 94 
機械損料数量→ 1.51 

クローラクレーン 
油圧伸縮ジブ型 4.9ｔ吊 
排出ガス対策型（第3次基準
値） 

機－28 
運転労務数量→0.18 
燃料消費量 → 2.1 
機械賃料数量→ 1.64 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.5ｍ3(平積0.4ｍ3) 

機－28 
運転労務数量→ 0.28 
燃料消費量 → 11 
機械賃料数量→ 1.59 

(注)１． 開端タイプを採用する場合は,クローラクレーン（4.9ｔ吊）を計上する。 

 

 

 



土木工事標準歩掛の改定
スラリー撹拌工（変位低減型）

現　　行 適　用改　　定工種名

スラリー攪
拌工（変位
低減型）

⑤ 軟弱地盤処理工 
 

⑤－1 スラリー撹拌工 
 

１．適 用 範 囲 

  本資料は，粘性土，砂質土，シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行うセメント及び石灰によるスラ

リー撹拌工の陸上施工に適用する。 

  ただし，変位低減型（排土式）を除く。 

  なお，杭径及び打設長は以下のとおりとする。 

   (１) 単軸施工：打設長３ｍを超え10ｍ以下 杭径 800㎜～1,200㎜，2,000㎜ 

   (２) 単軸施工：打設長10ｍを超え30ｍ以下 杭径1,000㎜～1,600㎜ 

   (３) 二軸施工：打設長３ｍを超え40ｍ以下 杭径1,000㎜ 

  また，単軸施工，二軸施工の選定にあたっては，下記条件等を考慮する。 

   (１) 杭の配列 

   (２) 作業面積及び施工箇所のトラフィカビリティ 

 

 ２．施 工 概 要 

  ２－１ 施工内容 

   スラリー撹拌工は，地盤中にセメント及び石灰系固化材をスラリー状（セメントミルク又はモルタル）で圧送・

注入し，撹拌翼で原地盤と撹拌・混合することにより均一な混合処理改良体（コラム）を造成する工法である。

 

  ２－２ 施工フロー 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

(注) 1. 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 2. スラリプラントの現場内移設は必要に応じて計上する。 

図2-1 施工フロー 
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⑤ 軟弱地盤処理工 
 

⑤－1 スラリー撹拌工 
 

１．適 用 範 囲 

  本資料は，粘性土，砂質土，シルト及び有機質土等の軟弱地盤を対象として行うセメント及び石灰によるスラ

リー撹拌工の陸上施工に適用する。 

 ただし、変位低減型（排土式）のうち複合噴射撹拌式は除くものとする。 

  なお，杭径及び打設長は以下のとおりとする。 

   (１) 単軸施工：打設長３ｍを超え10ｍ以下 杭径 800㎜～1,200㎜，2,000㎜ 

   (２) 単軸施工：打設長10ｍを超え30ｍ以下 杭径1,000㎜～1,600㎜ 

   (３) 二軸施工：打設長３ｍを超え40ｍ以下 杭径1,000㎜ 

(４) 二軸施工（変位低減型）：打設長３ｍを超え40ｍ以下 杭径1,000㎜ 

(５) 二軸施工（変位低減型）：打設長３ｍを超え36ｍ以下 杭径1,600㎜ 

  また，単軸施工，二軸施工の選定にあたっては，下記条件等を考慮する。 

   (１) 杭の配列 

   (２) 作業面積及び施工箇所のトラフィカビリティ 

 

 ２．施 工 概 要 

  ２－１ 施工内容 

   スラリー撹拌工は，地盤中にセメント及び石灰系固化材をスラリー状（セメントミルク又はモルタル）で圧送・

注入し，撹拌翼で原地盤と撹拌・混合することにより均一な混合処理改良体（コラム）を造成する工法である。

変位低減型（排土式）は，周辺地盤や近接構造物に影響を与える恐れがある場合に適用する。 

 

  ２－２ 施工フロー 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

(注) 1. 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

 2. スラリプラントの現場内移設は必要に応じて計上する。 

3. スラリー吐出は，工法及び施工管理方法により，貫入撹拌時または引抜撹拌時に行う。 

4. 変位低減型の場合に，排出土処理作業を計上する。 

   図2-1 施工フロー 
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土木工事標準歩掛の改定
スラリー撹拌工（変位低減型）

現　　行 適　用工種名

スラリー攪
拌工（変位
低減型）

改　　定

 ３．機 種 の 選 定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表3.1 機種の選定 

機械名 規   格 
単

位 

単 軸 施 工 二 軸 施 工 

摘要 
 φ800㎜～ 
φ1,200㎜ 

φ1,000㎜～ 
φ1,600㎜ 

φ2,000㎜ φ1,000㎜ 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
10ｍを超え 
30ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
10ｍを超え 
20ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
20ｍを超え 
40ｍ以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
(スラリー式) 

単軸式・小型地盤改良機 
27.4kN･m 台 １ － － － － －  

単軸式 90～110kW×1 〃 － １※1 － － － －  

単軸式 90kW×2 〃 － － １ － － －  

二軸式 45kW×2 〃 － － － １ － －  

二軸式 55～60kW×2 〃 － － － － １ －  

二軸式 90kW×2 〃 － － － － － １※2  

スラリプラント 
(全 自 動) 

能力10ｍ3／ｈ 基 １ － － － － －  

能力20ｍ3／ｈ 〃 － １ １ １ １ １  

(注) 1. 深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

2. スラリプラントには，スクリューコンベア，セメントサイロ，水槽，ポンプ，アジテータ，グラウトポンプ及びスラリプ

ラント制御盤を含む。 

3. ※の機種については，リーダー長は以下のとおりとする。 

   ※１ 打設長が10ｍを超え20ｍ以下の場合24ｍ，打設長が20ｍを超え30ｍ以下の場合33ｍとなる。 
   ※２ 打設長が20ｍを超え30ｍ以下の場合40ｍ，打設長が30ｍを超え40ｍ以下の場合50ｍとなる。 

 

 

 ３．機 種 の 選 定 

  機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表3.1 機種の選定 

機械名 規   格 
単

位 

単 軸 施 工 二 軸 施 工 

摘要 
 φ800㎜～ 
φ1,200㎜ 

φ1,000㎜～ 
φ1,600㎜ φ2,000㎜ φ1,000㎜ 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
10ｍを超え 
30ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
10ｍを超え 
20ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
20ｍを超え 
40ｍ以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
(スラリー式) 

単軸式・小型地盤改良機 
27.4kN･m 

台 １ － － － － －  

単軸式 90～110kW×1 〃 － １※１ － － － －  

単軸式 90kW×2 〃 － － １ － － －  

二軸式 45kW×2 〃 － － － １ － －  

二軸式 55～60kW×2 〃 － － － － １ －  

二軸式 90kW×2 〃 － － － － － １※２  

スラリプラント 
(全 自 動) 

能力10ｍ3／ｈ 基 １ － － － － －  

能力20ｍ3／ｈ 〃 － １ １ １ １ １  

(注) 1. 深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

2. スラリプラントには，スクリューコンベア，セメントサイロ，水槽，ポンプ，アジテータ，グラウトポンプ及びスラリプ

ラント制御盤を含む。 

3. ※の機種については，リーダー長は以下のとおりとする。 

   ※１ 打設長が10ｍを超え20ｍ以下の場合24ｍ，打設長が20ｍを超え30ｍ以下の場合33ｍとなる。 
   ※２ 打設長が20ｍを超え30ｍ以下の場合40ｍ，打設長が30ｍを超え40ｍ以下の場合50ｍとなる。 

 

表3.2 機種の選定 

機械名 規   格 
単

位 

二 軸 施 工 （ 変 位 低 減 型 ） 

摘要 
φ1,000㎜ 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
10ｍを超え 
20ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
20ｍを超え 
30ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
30ｍを超え 
40ｍ以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
(スラリー式) 

二軸式 45kW×2 台 １ － － －  

二軸式 55～60kW×2 〃 － １ － －  

二軸式 75～90kW×2 〃 － － １ －  

二軸式 90kW×2 〃 － － － １  

スラリプラント
(全 自 動) 能力20ｍ3／ｈ 基 １ １ １ １  

(注) 1. 深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

2. スラリプラントには，スクリューコンベア，セメントサイロ，水槽，ポンプ，アジテータ，グラ

ウトポンプ及びスラリプラント制御盤を含む。 
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図3-1 施工図 

 

 ４．編 成 人 員 

  スラリー撹拌工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表4.1 日当り編成人員 （人）

工 法 土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

単 軸 施 工 
二 軸 施 工 

１ ２ １ 

(注) 1. 編成人員には，スラリプラントの管理運転労務を含む。 

2. 深層混合処理機の運転労務歩掛は,「第２編１章一般事項①建設機械運転労

務」による。 

 

空打長 

杭 

長 

打 

設 

長 

表3.3 機種の選定 

機械名 規   格 
単

位 

二 軸 施 工 （ 変 位 低 減 型 ） 

摘要 
φ1,600㎜ 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
10ｍを超え 
20ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
20ｍを超え 
26ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
26ｍを超え 
36ｍ以下 

深 層 混 合 
処 理 機 
(スラリー式) 

二軸式 90kW×2 
最大施工深度10ｍ 

台 １ － － －  

二軸式 90kW×2 
最大施工深度20ｍ 

〃 － １ － －  

二軸式 90kW×2 
最大施工深度26ｍ 〃 － － １ －  

二軸式 90kW×2 
最大施工深度36ｍ 

〃 － － － １  

スラリプラ ント
(全 自 動) 能力40ｍ3／ｈ 基 １ １ １ １  

(注) 1. 深層混合処理機には，施工管理計，システム管理計を含む。 

2. スラリプラントには，スクリューコンベア，セメントサイロ，水槽，ポンプ，アジテータ，グラ

ウトポンプ及びスラリプラント制御盤を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1 施工図 

 

 ４．編 成 人 員 

  スラリー撹拌工の日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

表4.1 日当り編成人員 （人）

工 法 土木一般世話役 特 殊 作 業 員 普 通 作 業 員 

単 軸 施 工 
二 軸 施 工 

１ ２ １ 

二 軸 施 工 
（変位低減型） 

１ ３ １ 

(注) 1. 編成人員には，スラリプラントの管理運転労務を含む。 

2. 深層混合処理機の運転労務歩掛は,「第２編１章一般事項①建設機械運転労

務」による。 

 

空打長 

杭 

長 

打 

設 

長 



適　用

土木工事標準歩掛の改定
スラリー撹拌工（変位低減型）

改　　定現　　行工種名

スラリー攪
拌工（変位
低減型）

 ５．施 工 歩 掛 

  ５－１ 杭施工本数 

   １日当り杭施工本数は，次表を標準とする。 

表5.1 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 
単 軸 施 工 

（杭径φ800㎜～φ1,200㎜） 

３ｍを超え ４ｍ未満 21 

４ｍ以上  ５ｍ未満 18 

５ｍ以上  ６ｍ未満 15 

６ｍ以上  ７ｍ未満 14 

７ｍ以上  ８ｍ未満 12 

８ｍ以上  ９ｍ未満 11 

９ｍ以上  10ｍ以下 10 
 

表5.2 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 単 軸 施 工 
（杭径φ1,000㎜～φ1,600㎜） 

10ｍを超え 12ｍ未満 ７ 

12ｍ以上  14ｍ未満 ６ 

14ｍ以上  19ｍ未満 ５ 

19ｍ以上  25ｍ未満 ４ 

25ｍ以上  30ｍ以下 ３ 
 

表5.3 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 
単 軸 施 工 

（杭径φ2,000㎜） 

３ｍを超え ４ｍ未満 10 

４ｍ以上  ５ｍ未満 ９ 

５ｍ以上  ６ｍ未満 ８ 

６ｍ以上  ７ｍ未満 ７ 

７ｍ以上  ９ｍ未満 ６ 

９ｍ以上  10ｍ以下 ５ 

(注) 1. 施工本数は杭間の移動（敷鉄板の設置・撤去含む)，位置決め，貫入，撹拌，
練り返し，引抜きまでの一連の作業のものである。 

2. 現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が必要となった場合は，分
解・組立を別途計上する。 

3. スラリプラントの現場内移設は，「５－４ スラリプラント現場内移設歩
掛」により別途計上する。 

4. 撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，「５－５ そ
の他」（1）により別途計上する。 

5. 軸の継足しがある場合は，別途計上する。 

6. 安定処理工が必要な場合は，別途計上する。 

 

５．施 工 歩 掛 

  ５－１ 杭施工本数 

   １日当り杭施工本数は，次表を標準とする。 

表5.1 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 
単 軸 施 工 

（杭径φ800㎜～φ1,200㎜） 

３ｍを超え ４ｍ未満 21 

４ｍ以上  ５ｍ未満 18 

５ｍ以上  ６ｍ未満 15 

６ｍ以上  ７ｍ未満 14 

７ｍ以上  ８ｍ未満 12 

８ｍ以上  ９ｍ未満 11 

９ｍ以上  10ｍ以下 10 
 

表5.2 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 単 軸 施 工 
（杭径φ1,000㎜～φ1,600㎜） 

10ｍを超え 12ｍ未満 ７ 

12ｍ以上  14ｍ未満 ６ 

14ｍ以上  19ｍ未満 ５ 

19ｍ以上  25ｍ未満 ４ 

25ｍ以上  30ｍ以下 ３ 
 

表5.3 １日当り杭施工本数（Ｎ） （本／日）

打設長 Ｌ（ｍ） 
単 軸 施 工 

（杭径φ2,000㎜） 

３ｍを超え ４ｍ未満 10 

４ｍ以上  ５ｍ未満 ９ 

５ｍ以上  ６ｍ未満 ８ 

６ｍ以上  ７ｍ未満 ７ 

７ｍ以上  ９ｍ未満 ６ 

９ｍ以上  10ｍ以下 ５ 

(注) 1. 施工本数は杭間の移動（敷鉄板の設置・撤去含む)，位置決め，貫入，撹拌，
練り返し，引抜きまでの一連の作業のものである。 

2. 現場内移設に伴い，処理機本体の分解・組立が必要となった場合は，分
解・組立を別途計上する。 

3. スラリプラントの現場内移設は，「５－４ スラリプラント現場内移設歩
掛」により別途計上する。 

4. 撹拌翼の貫入，引抜きに障害となる転石等の除去については，「５－５ そ
の他」（1）により別途計上する。 

5. 軸の継足しがある場合は，別途計上する。 

6. 安定処理工が必要な場合は，別途計上する。 

 



土木工事標準歩掛の改定
スラリー撹拌工（変位低減型）

現　　行 改　　定 適　用工種名

スラリー攪
拌工（変位
低減型）



土木工事標準歩掛の改定
スラリー撹拌工（変位低減型）

適　用改　　定現　　行工種名

スラリー攪
拌工（変位
低減型）



スラリー撹拌工（変位低減型）

現　　行 改　　定 適　用工種名

スラリー攪
拌工（変位
低減型）

土木工事標準歩掛の改定

  ５－２ 改良材使用量 

   改良材は，セメント系，石灰系を標準とし，現場条件により決定する。なお，使用量は次式による。 

    Ｖ＝Ｖ×Ｌ1×(１＋Ｋ)……………… 式5.1 

     Ｖ ：１本当り改良材使用量（ｔ／本） 

     Ｖ ：杭長１ｍ当り改良材使用量（ｔ／ｍ） 

     Ｌ1：杭 長（ｍ） 

     Ｋ ：ロス率 

表5.5 ロス率（Ｋ） 

ロ ス 率 ＋0.1 

 



現　　行工種名

スラリー攪
拌工（変位
低減型）

土木工事標準歩掛の改定
スラリー撹拌工（変位低減型）

適　用改　　定

  ５－３ 諸雑費 

   諸雑費は，足場材（敷鉄板）賃料及び設置・撤去・移設，改良後の整地に要する費用，電力に関する経費等で

あり労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

表5.6 諸雑費率 （％）

工      法 打 設 長 （Ｌ） 諸 雑 費 率 

単 軸 施 工 
杭径φ800㎜～φ1,200㎜ ３ｍを超え10ｍ以下 21 

単 軸 施 工 
杭径φ1,000㎜～φ1,600㎜ 

10ｍを超え30ｍ以下 20 

単 軸 施 工 
杭 径 φ 2,000 ㎜ 

３ｍを超え10ｍ以下 31 

二 軸 施 工 
杭 径 φ 1,000 ㎜ ３ｍを超え40ｍ以下 26 

 
 

  ５－４ スラリプラント現場内移設歩掛 

   スラリプラントを中心に半径約100ｍを超える場合，又は同一現場内に施工箇所が２箇所以上あり，スラリプラ

ントを移設しなければならない場合は，次表を標準とする。 

 

表5.7 スラリプラント現場内移設歩掛 （１回当り） 

名 称 規  格 
単 

位 

単軸施工 
 φ800㎜～ 

φ1,200㎜ 

単軸施工 
φ1,000㎜～ 
φ1,600㎜ 

単軸施工 
φ2,000㎜ 

二軸施工 
φ1,000㎜ 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
10ｍを超え 
30ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
10ｍ以下 

打設長(Ｌ) 
３ｍを超え 
40ｍ以下 

土木一般世話役  人 1.0 

特 殊 作 業 員  〃 2.9 

普 通 作 業 員  〃 1.4 

ラフテレーン 
クレーン運転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第２次基準値) 
25ｔ吊 

日 1.4 

(注) 1. 移設するスラリプラントはスクリューコンベア，セメントサイロ，水槽，ポンプ，アジテータ，グラウトポン

プ，スラリプラント制御盤及び発動発電機とする。 

2. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

  ５－５ その他 

(１) 次の条件等により撹拌翼が貫入出来ない場合は，バックホウによる先掘りを行うものとし，「第５編１

章土工②土工」による。 

     １）表層安定処理等を行った地盤 

     ２）表層に転石等が多い地盤 

     ３）表層に障害物等のある地盤 

(２) 汚泥土の処理が必要な場合は，別途計上する。 

   (３) 注入材配合用水，機器洗浄等に用いる上水道等が必要な場合は，別途計上する。 

   (４) スラリー撹拌工は，特許を有する工法の場合もあるので,特許料が必要な場合は別途計上する。 

  ５－３ 諸雑費 

   諸雑費は，足場材（敷鉄板）賃料及び設置・撤去・移設，改良後の整地に要する費用，電力に関する経費等で

あり労務費，機械損料及び運転経費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。なお，変位低減型

の場合は，諸雑費率に排土・排出土処理（現場内仮置き）に関する費用を含む。 

 

表5.8 諸雑費率 （％） 

工     法 杭     径 打設長 Ｌ（ｍ） 諸 雑 費 率 

単 軸 施 工 

φ800㎜～φ1,200mm ３ｍを超え10ｍ以下 21 

φ1,000㎜～φ1,600mm 10ｍを超え30ｍ以下 20 

φ2,000㎜ ３ｍを超え10ｍ以下 31 

二 軸 施 工 φ1,000㎜ ３ｍを超え40ｍ以下 26 

二 軸 施 工 
（ 変 位 低 減 型 ） 

φ1,000㎜ ３ｍを超え40ｍ以下 27 

φ1,600㎜ ３ｍを超え36ｍ以下 33 

 
 

  ５－４ スラリプラント現場内移設歩掛 

   スラリプラントを中心に施工位置が半径約100ｍを超える場合，又は同一現場内に施工箇所が２箇所以上ある

等，スラリプラントを移設しなければならない場合は，次表を標準とする。 

 

表5.9 スラリプラント現場内移設歩掛 （１回当り）

名 称 規  格 
単 

位 

単軸施工 
二軸施工 

二軸施工(変位低減型) 

土木一般世話役  人 1.0 

特 殊 作 業 員  〃 2.9 

普 通 作 業 員  〃 1.4 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第２次基準値) 
25ｔ吊 

日 1.4 

(注) 1. 移設するスラリプラントはスクリューコンベア，セメントサイロ，水槽，ポンプ，アジ

テータ，グラウトポンプ，スラリプラント制御盤及び発動発電機とする。 

2. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

 

 

  ５－５ その他 

(１) 次の条件等により撹拌翼が貫入出来ない場合は，バックホウによる先掘りを行うものとし，「第５編１

章土工②土工」による。 

     １）表層安定処理等を行った地盤 

     ２）表層に転石等が多い地盤 

     ３）表層に障害物等のある地盤 

(２) 汚泥土の処分が必要な場合は，別途計上する。 

   (３) 注入材配合用水，機器洗浄等に用いる上水道等が必要な場合は，別途計上する。 

   (４) スラリー撹拌工は，特許を有する工法の場合もあるので,特許料が必要な場合は別途計上する。 



現　　行 適　用改　　定

土木工事標準歩掛の改定
スラリー撹拌工（変位低減型）

スラリー攪
拌工（変位
低減型）

工種名

 ６．単 価 表 

  (１) スラリー撹拌工杭長○○ｍ １本当り単価表  
名    称 規         格 単位 数 量 摘   要 

土 木 一 般 世 話 役  人 
Ｎ

１
×１

 表4.1 

表5.1～表5.3 

特 殊 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×２

 表4.1 

表5.1～表5.3 

普 通 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×１

 表4.1 

表5.1～表5.3 

改 良 材  ｔ Ｖ 式5.1，表5.5 

深 層 混 合 処 理 機 運 転  日 
Ｎ

１  表3.1，表5.1～表5.3 

機械損料 

ス ラ リ プ ラ ン ト 運 転  〃 
Ｎ

１  表3.1，表5.1～表5.3 

機械損料 

諸 雑 費  式 １ 表5.6 

特 許 料 金  〃 １ 必要に応じて計上 

計     

(注) Ｎ：１日当り杭施工本数（本／日） 

Ｖ：１本当り改良材使用量（ｔ／本）  
  (２)  スラリプラント現場内移設１回当り単価表  

名    称 規         格 単位 数 量 摘   要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.7 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第２次基準値) 
25ｔ吊 

日  
表5.7 
機械賃料 

諸 雑 費  式 １  

計     
 
  (３) 機械運転単価表  

機  械  名 規   格 適用単価表 指  定  事  項 

深 層 混 合 処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 

表3.1 機－18 

単
軸 

運転労務数量→1.00 
燃料 消費量→ 27.4kN･ｍ    →34 

  →110kw×１ 20ｍ→62 
  →110kw×１ 30ｍ→72 
  → 90kw×２   →62 

機械損料数量→1.59 

二
軸 

運転労務数量→1.00 
燃料 消費量→45kw×２   →35 

  →60kw×２   →38 
  →90kw×２   →56 

機械損料数量→1.59 

ス ラ リ プ ラ ン ト 表3.1 機－25 機械損料数量→1.59 

 

 ６．単 価 表 

  (１) スラリー撹拌工杭長○○ｍ １本当り単価表  
名    称 規         格 単位 数 量 摘   要 

土 木 一 般 世 話 役  人 
Ｎ

１
×１

 表4.1 

表5.1～表5.6 

特 殊 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×２(３)

 表4.1 

表5.1～表5.6 

普 通 作 業 員  〃 
Ｎ

１
×１

 表4.1 

表5.1～表5.6 

改 良 材  ｔ Ｖ 式5.1，表5.7 

深 層 混 合 処 理 機 運 転  日 
Ｎ

１  
表3.1～表3.3 

表5.1～表5.6 

機械損料 

ス ラ リ プ ラ ン ト 運 転  〃 
Ｎ

１  
表3.1～表3.3 

表5.1～表5.6 

機械損料 

諸 雑 費  式 １ 表5.8 

特 許 料 金  〃 １ 必要に応じて計上 

計     

(注) Ｎ：１日当り杭施工本数（本／日） 

Ｖ：１本当り改良材使用量（ｔ／本） 

（ ）書き：二軸施工（変位低減型）の場合に適用する。  
  (２)  スラリプラント現場内移設１回当り単価表  

名    称 規         格 単位 数 量 摘   要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表5.9 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第２次基準値) 
25ｔ吊 

日  表5.9 
機械賃料 

諸 雑 費  式 １  

計     
 
  (３) 機械運転単価表  

機  械  名 規   格 適用単価表 指  定  事  項 

深 層 混 合 処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 

表3.1 機－18 

単
軸 

運転労務数量→1.00 

燃 料消費 量→ 27.4kN･ｍ    →34 
  →110kw×１ 20ｍ→62 
  →110kw×１ 30ｍ→72 
  → 90kw×２   →62 

機械損料数量→1.59 

二
軸 

運転労務数量→1.00 
燃 料消費 量→45kw×２   →35 

  →60kw×２   →38 
  →90kw×２   →56 

機械損料数量→1.59 

深 層 混 合 処 理 機 
( ス ラ リ ー 式 ) 
変 位 低 減 型 

表3.2，表3.3 機－18 
二
軸 

運転労務数量→1.00 
燃 料消費 量→45kw×２   →33 

  →60kw×２   →36 
  →75kw×２   →52 
  →90kw×２   →52 
  →Ｌ≦10ｍ機   →53 
  →Ｌ≦20ｍ機   →53 
  →Ｌ≦26ｍ機   →66 
  →Ｌ≦36ｍ機   →53 

機械損料数量→1.59 

ス ラ リ プ ラ ン ト 表3.1～表3.3 機－25 機械損料数量→1.59 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

 

④ ニューマチックケーソン工 

注）平成２７年４月１日から，高気圧作業安全衛生規則の一部改正に伴い，本歩掛については改定するまで適用でき

ません。 

 

１．適 用 範 囲 

  本資料は，掘削深度が40ｍ未満でかつ掘削面積が300ｍ2未満までのニューマチックケーソン工事に適用する。 

  なお，次項の掘削条件等の場合，又は現場条件により本資料により難い場合は，別途考慮する。 

  (１) 函内作業気圧（函内作業気圧とはゲージ圧力（絶対圧力：大気圧）をいう）が，392kPa（4.0kgf／
cm2）以上で施工する場合 

  (２) 工期等により２組以外の作業で施工する場合 

  (３) ケーソン１基に対し，１艤装（人力施工のみ)，２艤装（マンロック（空気減圧対策型）含む）以外で施

工する場合 

 

２．施 工 概 要 

 ２－１ 工法説明 

ニューマチックケーソン工法は，ケーソンを構築し底部に作業室を設けて，送気設備より地下水に対抗する

圧力の空気を送り，ドライに近い状態の室内へ作業員が入り，土砂を掘削，排出してケーソンを所定の支持地

盤まで沈下させる工法である。 

 

 ２－２ 施工フロー 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 1. 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

   2. ケーソンにはピアケーソンと止水壁ケーソンがあり，このフローはピアケーソンについて適用する。 

図2-1 施工フロー 

 

 

④ ニューマチックケーソン工 

注）平成２７年４月１日から，高気圧作業安全衛生規則の一部改正に伴い，本歩掛については改定するまで適用でき

ません。 

 

１．適 用 範 囲 

  本資料は，掘削深度が40ｍ未満でかつ掘削面積が40ｍ2以上300ｍ2未満までのニューマチックケーソン工事に適

用する。 

  なお，次項の掘削条件等の場合，又は現場条件により本資料により難い場合は，別途考慮する。 

  (１) 函内作業気圧（函内作業気圧とはゲージ圧力（絶対圧力：大気圧）をいう）が，0.4MPa392kPa（4.0kgf
／cm2）以上で施工する場合 

  (２) 工期等により２組以外の作業３組以上で施工する場合 

     なお，「組」については，「土木工事工事費積算要領及び基準の運用，第２章工事費の積算，２．労務

費」を参照 

  (３) ケーソン１基に対し，１艤装（人力施工のみ)，２艤装（マンロック（空気減圧対応型）又はマンロック

（酸素減圧対応型）１艤装，マテリアルロック１艤装（空気減圧対応型）含む）以外で施工する場合 

 

２．施 工 概 要 

 ２－１ 工法説明 

ニューマチックケーソン工法は，ケーソンを構築し底部に作業室を設けて，送気設備より地下水に対抗する

圧力の空気を送り，ドライに近い状態の室内へ作業員が入り，土砂を掘削，排出してケーソンを所定の支持地

盤まで沈下させる工法である。 

 

 ２－２ 施工フロー 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 1. 本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

   2. ケーソンにはピアケーソンと止水壁ケーソンがあり，このフローはピアケーソンについて適用する。 

図2-1 施工フロー 
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土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

３．掘削工法及び艤装の選定 

掘削工法及び艤装は，ケーソン１基の掘削面積により，次表を標準とする。 
 

表3.1 掘削工法及び艤装数 

ケーソン１基の掘削面積 工 法 艤装数 艤 装 内 訳 

40ｍ2未満 人力掘削 ２(１) マテリアルロック１， 
マンロック（空気減圧対策型）１ 

40ｍ2以上300ｍ2未満 機械掘削 ２ 
マテリアルロック１， 
マンロック（空気減圧対策型）１ 

(注) ( )書きは，40ｍ2未満の場合，現場条件によって，艤装数１（マテリアルロック）

になることもある。 
 

３．掘削工法及び艤装の選定 

掘削工法及び艤装は，ケーソン１基の掘削面積により，次表を標準とする。 
 

表3.1 掘削工法及び艤装数 

ケーソン１基の掘削面積 工 法 艤装数 艤 装 内 訳 

40ｍ2未満 人力掘削 ２(１) 
マテリアルロック１， 
マンロック（空気減圧対策型））また
はマンロック（酸素減圧対応型）１ 

40ｍ2以上300ｍ2未満 機械掘削 2 
マンロック（空気減圧対応型）又は 
マンロック（酸素減圧対応型）1艤
装，マテリアルロック1艤装 

(注)1．( )書きは，40ｍ2未満の場合，現場条件によって，艤装数１（マテリアルロッ

ク）になることもある。 

 減圧方法が空気減圧を行う場合に空気減圧対応型を選定し，酸素減圧対応型を計上

しない。また，減圧方法が酸素減圧を行う場合に酸素減圧対応型を選定し，空気減圧

対応型を計上しない。 

 

 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

４．機 種 の 選 定  

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表4.1 機種の選定（ケーソン１基当り） 

作業
種別 機 械 名 規     格 単位 

数
量 摘    要 

排 
 

土 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 
油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型  
50ｔ吊 

台 １  

バ ケ ッ ト 1.0ｍ3級 個 ２ １マテリアルロックにつき２個 

土 砂 ホ ッ パ 10ｍ3級 基 １  

艤 
 

装 
 

設 
 

備 

マ テ リ ア ル ロ ッ ク 
通過可能バケット1.0m3 

径×長さφ1.8～1.9×5.5ｍ級 
圧力0.4MPa 

〃 １ 人力掘削１基 
機械掘削１基 

マ ン ロ ッ ク 
（ 空 気 減 圧 対 応 型 ） 立型10～12人用 〃 １ 暖房，自記気圧計， 

自動換気装置を含む 

マ テ リ ア ル シ ャ フ ト 径×長さφ1.2ｍ×2.0ｍ級 
圧力0.4MPa 

式 １ 必要数量 

マ ン シ ャ フ ト 径×長さφ1.2ｍ×2.0ｍ級 
圧力0.4MPa 

〃 １ 必要数量 

ス ペ シ ャ ル シ ャ フ ト 
径×長さφ1.4ｍ×0.5ｍ級 
圧力0.4MPa 

個 ２  

ボ ッ ト ム ド ア 径1.4ｍ級 圧力0.4MPa 〃 ２  

圧 力 調 整 装 置 径100㎜級 圧力0.4MPa 〃 １  

高 圧 ホ ー ス 径100㎜級 長さ10ｍ 
圧力1.0MPa 

本 ７  

照 明 設 備  式 １  

機 

械 

潜 函 用 シ ョ ベ ル 〔電動バックホウ〕 
山積0.13ｍ3(平積0.1ｍ3) 

台 １ 掘削面積 40ｍ2以上100ｍ2未満 

天 井 走 行 式 
シ ョ ベ ル 山積0.15ｍ3(平積0.13ｍ3) 〃 ２ 掘削面積100ｍ2以上300ｍ2未満 

安
全
管
理･

連
絡
設
備 

高気圧下用空気呼吸器 〔ボンベ式〕圧力0.1MPa 
使用時間30min ８ℓ 級 

式 １ 掘削面積100ｍ2当り１個 

ガ ス 検 知 機 携帯用 個 １  

電話又はインターホン  式 １  

ブ ザ ー  〃 １  

函 内 Ｔ Ｖ  〃 １  

(注) 安全管理・連絡設備は，共通仮設費（率分）に含まれる。 

 

 

 

４．機 種 の 選 定  

機械・規格は，次表を標準とする。 

平成27年4月1日，高気圧作業安全衛生規則の改正に伴い，減圧方法が空気減圧を行う場合に空気減圧対応型を

選定し，酸素減圧対応型を計上しない。又，減圧方法が酸素減圧を行う場合に酸素減圧対応型を選定し，空気減

圧対応型を計上しない。 

表4.1 機種の選定（ケーソン１基当り） 

種
別 

機 械 名 規     格 単位 数
量 

摘    要 

排
土
設
備 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 

油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
50ｔ吊 

台 1 (注) 1 

バ ケ ッ ト 1.0ｍ3級 個 2 
1マテリアルロックにつき2
個 

土 砂 ホ ッ パ 10ｍ3級 基 1  

艤 
 

装 
 

設 
 

備 

マ テ リ ア ル ロ ッ ク 
通過可能バケット1.0m3 

径×長さφ1.8～1.9×5.5ｍ級 
圧力0.4MPa 

〃 1 人力掘削１基 
機械掘削1基 

マ ン ロ ッ ク 
（空気減圧対応型） 

立型10～12人用 圧力0.4MPa 〃 1 暖房，自記気圧計， 
自動換気装置を含む 

マ ン ロ ッ ク 
（酸素減圧対応型） 立型8人用 圧力0.4MPa 〃 1 

暖房，自記気圧計， 
自動換気装置，酸素・二酸
化炭素計測装置及び濃度表
示器を含む 

ケーソン用エレベータ 
（ 内 圧 用 ） 

3人用 圧力0.4MPa 〃 1 必要に応じて別途計上 

ケーソン用エレベータシャフト 
（ 内 圧 用 ） 3人用 圧力0.4MPa 式 1      〃 

マテリアルシャフト 径×長さφ1.2ｍ×2.0ｍ級 
圧力0.4MPa 

〃 1 必要数量 

マ ン シ ャ フ ト 径×長さφ1.2ｍ×2.0ｍ級 
圧力0.4MPa 

〃 1   〃 

スペシャルシャフト 径×長さφ1.4ｍ×0.5ｍ級 
圧力0.4MPa 

個 2  

ボ ッ ト ム ド ア 径1.4ｍ級 圧力0.4MPa 〃 2  

自 動 圧 力 調 整 装 置 径100㎜級 圧力0.4MPa 〃 1  

高 圧 ホ ー ス 
径100㎜級 長さ10ｍ 
圧力1.0MPa 本 7  

送 気 管 径100mm 長さ5.5m 圧力1.0MPa ｍ  ゲージ設備からケーソンま
で 

照 明 設 備  式 1  

掘
削
設
備 

潜 函 用 シ ョ ベ ル 
〔電動バックホウ〕 
山積0.13ｍ3(平積0.1ｍ3) 台 1 

掘削面積40ｍ2以上100ｍ2未
満 

天 井 走 行 式 
シ ョ ベ ル 

山積0.15ｍ3(平積0.13ｍ3) 台 
1 掘削面積40ｍ2以上100ｍ2未

満の場合 

2   〃 100 〃 300 〃 

走 行 レ ー ル 
(天井走行式ショベル用) 

長さ2ｍ級×1本 式 1 必要数量 

安
全 

設
備 

酸 素 集 合 装 置 
マンロック，ホスピタルロック
用 

基 1 
必要 に応じて 別途計上
(注)2 

酸 素 呼 吸 装 置 
（ マ ン ロ ッ ク 用 ） 

マンロック，ホスピタルロック
用 

台 10      〃     〃 

安
全
管
理･

連
絡
設
備 

高気圧下用空気呼吸器 
〔ボンベ式〕圧力0.1MPa 
使用時間30min ８ℓ級 

式 1 掘削面積100ｍ2当り１個 

ガ ス 検 知 器 携帯用 個 1 (注) 3 

ガ ス 検 知 器 
（ﾆｭｰﾏﾁｯｸｹｰｿﾝ用） 

定置式〔3点（酸素,ﾒﾀﾝ,H2S）
計測用〕 

台 1 
(注) 3,4 

定 置 式 〔 5 点 （ 酸 素 , ﾒ ﾀ
ﾝ,H2S,CO,CO2）計測用〕 

〃 1 

電話又はインターホン  式 1 (注) 3 

ブ ザ ー  〃 1  〃 

函 内 Ｔ Ｖ  〃 1  〃 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

(注)1. クローラクレーンは，賃料とする。 

2. 酸素減圧を行う場合，酸素集合装置，酸素呼吸装置（マンロック用）について，共通仮設費の

安全費で別途計上する。 

3. 安全管理・連絡設備は，共通仮設費（率分）に含まれる。 

3. 掘削面積40㎡以上100㎡未満の掘削機械の選定については，現場条件等によって決定する。 

4. ガス検知器(ニューマチックケーソン用)は，現場条件により３点または５点計測用を用いる。 

5.  必要な酸素（医療用）量を別途計上する。 

5. 現場条件により上表により難い場合は別途考慮する。 

 

 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 

ニューマ

チック

ケーソン

工 

表4.2 機種の選定１工事当り機械設備 

作業
種別 機 械 名 規   格 単位 数   量 摘 要 

送気 
設備 

空 気 圧 縮 機 吐出量29／36ｍ3／min 圧力0.4MPa 台 必要台数 (注) 1 

圧縮空気清浄機 処理量 1,100ｍ3／ｈ 〃 必要台数 (注) 2 

クーリングタワー 40～60ｔ／ｈ 〃 必要台数 (注)3，4 

レシーバータンク 容量2.5ｍ3 圧力0.7～0.9MPa 〃 必要台数 (注) 2 

送 気 管 
径150㎜ 長さ5.5m 圧力1.0MPa ｍ 空気圧縮機から 

ゲージ設備まで  

径100mm 長さ5.5m 圧力1.0MPa 〃 
ゲージ設備から 
ケーソンまで  

救急
設備 

ホスピタルロック 
(空気再圧対応型) 

〔中型〕 径×長さ φ1.9×4ｍ級 
圧力0.5MPa 

台 １ (注) 5 

予備
設備 

空 気 圧 縮 機 

可搬式・エンジン駆動・ 
スクリュ型・ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 
7.5～ 7.8ｍ3／min 
10.5～11 ｍ3／min の中から選定 
18 ～19 ｍ3／min 

〃 必要台数 (注) 6 

発 動 発 電 機 
ディーゼルエンジン駆動・ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 
35kVA 

〃 必要台数 (注) 6 

電 力 設 備  式 １ (注) 7 

(注) 1. 必要空気量を求め,それに見合う空気圧縮機の台数を計上する。 

2. 空気圧縮機の容量に見合う台数を計上する。 

3. クーリングタワー用補給水として，清水(水道水，ろ過河川水等)を次の量補給する。 

40ｔ／ｈ……７ℓ ／min 
4. 空気圧縮機動力100kW当り180ℓ／minの清水が得られる場合は，その取水設備を計上し，

クーリングタワーは計上しない。 

5. 救急設備は，共通仮設費算定基準における安全費で別途計上する。 

6. 予備設備の空気圧縮機，発動発電機は，賃料とする。 

7. 予備電源は，現場条件によっては２系統受電でよい。 

8. 現場条件により上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4.2 機種の選定（１工事当り機械設備） 

種

別 
機 械 名 規   格 単位 数   量 摘 要 

送 

気 

設 

備 

空 気 圧 縮 機 吐出量29／36ｍ3／min 圧力0.4MPa 台 必要台数 (注) 1 

圧縮空気清浄機 処理量 1,100ｍ3／ｈ 〃 必要台数 (注) 2 

クーリングタワー 40～60ｔ／ｈ 〃 必要台数 (注)3，4,5 

循 環 水 ポ ン プ 口径80㎜・全揚程30ｍ 〃 必要台数 
( 注 )3 ，
4,5,6 

レシーバータンク 容量2.5ｍ3 圧力0.7～0.9MPa 〃 必要台数 (注) 2 

送 気 管 

径150㎜ 長さ5.5m 圧力1.0MPa ｍ 
空気圧縮機から 

ゲージ設備まで 
 

径100mm 長さ5.5m 圧力1.0MPa 〃 
ゲージ設備から 
ケーソンまで 

救 

急 

設 

備 

ホスピタルロック 

(空気再圧対応型) 

〔中型〕 径×長さ φ1.9×4ｍ級 

 圧力0.5MPa 
台 1 (注) 7 

ホスピタルロック 

（酸素再圧対応型） 

〔中型〕 径×長さ φ1.9×4ｍ級 

圧力0.5MPa 
〃 1 (注) 7,8 

酸素集合装置 マンロック，ホスピタルロック用 基 1   〃 

酸 素 ボ ン ベ  〃 1 

(注)5,10 
必要に応じ

て別途計上 

酸素呼吸装置 

(ホスピタルロック用) 
マンロック，ホスピタルロック用 台 4 

  〃 

必要に応じ

て別途計上 

圧縮空気清浄機 処理量 650ｍ3／ｈ 〃 1 (注) 7 

高 気 圧 下 用 
空 気 呼 吸 器 

〔半閉鎖循環式〕圧力0.4MPa 
使用時間30min 3ℓ級 

個 4   〃 

予 

備 

設 

備 

空 気 圧 縮 機 

可搬式・エンジン駆動・ 
スクリュ型・ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
7.5～7.8ｍ3／min 
10.5～11ｍ3／min の中から選定 
18 ～19ｍ3／min 

台 必要台数 (注) 9 

発 動 発 電 機 
ディーゼルエンジン駆動・ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
35kVA 

〃 必要台数 〃 

電 力 設 備  式 1 (注) 8 

(注) 1. 必要空気量を求め,それに見合う空気圧縮機の台数を計上する。 

2. 空気圧縮機の容量に見合う台数を計上する。 

3. クーリングタワー用補給水として，清水(水道水，ろ過河川水等)を次の量補給する。 

40ｔ／ｈ……７ℓ ／min 
4. 空気圧縮機動力100kW当り180ℓ／minの清水が得られる場合は，その取水設備を計上

し，クーリングタワーと循環水ポンプは計上しない。 

5. クーリングタワー用の補給水について，水道水等による補給が出来ず運搬を伴う場合に

は別途考慮する。 

6. 循環水ポンプについては，必要台数に予備ポンプを含める。 

7. 救急設備は，共通仮設費の算定基準における安全費で別途計上する。 

8. 酸素減圧を行う場合，酸素集合装置，酸素呼吸装置（ホスピタルロック用）について，

共通仮設費の安全費で別途計上する。 

9. 予備設備の空気圧縮機，発動発電機は，賃料とする。 

8. 予備電源は，現場条件によっては２系統受電でよい。 

10. 現場条件により上表により難い場合は，必要により別途考慮する。なお，空気圧縮機用

の仮設建屋の費用は共通仮設費において，別途計上する。 

10. 必要な酸素（医療用）量を別途計上する。 
 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

５．掘 削 編 成 人 員  

 ５－１ 函内作業 

   ケーソン１基当りの函内作業の編成人員は，次表を標準とする。 

 

表5.1 函内編成人員 （人／基）

掘削工法 掘削面積  潜かん世話役 潜かん工 摘  要 

人力掘削 40ｍ2未満 １ ５  

機械掘削 
40ｍ2以上100ｍ2未満 １ ５ 潜函用ショベル１台 

100ｍ2以上300ｍ2未満 １ ７ 天井走行式ショベル２台 

(注) 1. 機械掘削の場合の函内掘削機械の運転は，潜かん工が行うものとし，上表に含まれて

いる。 

2. 人力掘削の場合で作業室内体積(気積)が30ｍ3未満の場合の編成人員は,次表による｡ 

 

表5.2 函内編成人員（作業室内体積（気積）30ｍ3未満）（人／基）

作業室内体積 潜かん世話役 潜かん工 摘  要 

15ｍ3未満 １ １  

15以上20ｍ3未満 １ ２  

20以上25ｍ3未満 １ ３  

25以上30ｍ3未満 １ ４  

 

 

 

５．掘 削 編 成 人 員  

 ５－１ 函内作業 

   ケーソン１基当りの函内作業の編成人員は，次表を標準とする。 

表5.1 函内編成人員 （人／基）

掘削工法 掘削面積 潜かん世話役 潜かん工 摘  要 

人 力 掘 削 40ｍ2未満 1 5  

機 械 掘 削 
40ｍ2以上100ｍ2未満 1 5 

潜函用ショベル１台 
天井走行式ショベル1台 

100ｍ2以上300ｍ2未満 1 7 天井走行式ショベル2台 

(注) 1. 機械掘削の場合の函内掘削機械の運転は，潜かん工が行うものとし，上表に含まれてい
る。 

2. 人力掘削の場合で作業室内体積(気積)が30ｍ3未満の場合の編成人員は,次表による｡ 

 

 

表5.2 函内編成人員（作業室内体積（気積）30ｍ3未満）（人／基） 

作業室内体積 潜かん世話役 潜かん工 摘  要 

15ｍ3未満 1 1  

15以上20ｍ3未満 1 2  

20以上25ｍ3未満 1 3  

25以上30ｍ3未満 1 4  

 

 

 

 

 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

 ５－２ 函外作業 

   ケーソン１基当りの函外作業の編成人員は，次表を標準とする。 

表5.3 函外編成人員 （人／基）

艤装数 潜かん世話役 潜かん工 特殊作業員 普通作業員 摘  要 

２ １ １ １（０） １ 人力掘削の場合 

２ １ １ １（０） ２ 機械掘削の場合 

(注) 函内作業気圧が０kPa（０kgf／cm2）（素掘）の場合は，特殊作業員は計上

しない。 

 

 ５－３ 送気用設備 

   送気用設備の運転の編成人員は，次表を標準とする。 

表5.4 送気用設備編成人員 （人）

特 殊 作 業 員 電     工 

１ １ 

 

６．作 業 時 間 等 

 ６－１ 函内作業及び函外作業 

函内作業及び函外作業に従事する作業員の１組当り作業時間（賃金対象時間）は８時間とし，１日２交替（２

組）とする。 

 

 ６－２ 送気用設備 

送気用設備の運転に従事する特殊作業員，電工の作業時間は，全日（24時間）とし，２交替で従事するものとす

る。 

   なお，所要日数は，送気開始日から終了日までとする。 

 

７．設備等の供用日数 

設備等の供用日数は，積上げて算出することを原則とするが，次表のとおり算定することが出来る。 

表7.1 供用日数 

設     備     等 供 用 日 数 摘     要 

艤 装 設 備 

潜 函 用 シ ョ ベ ル 

安 全 管 理 設 備 

連 絡 設 備 

送 気 設 備 

救 急 設 備 

予 備 設 備 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｅ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

 

 

ケーソンが２基以上の

場合は，重複する分を

減ずること。 

ただし，Ａ：ケーソン構築日数（艤装日数含む） 

Ｂ：掘削沈下日数 

Ｃ：中埋コンクリート打設・養生日数（支持力テスト含む） 

Ｄ：定置式空気圧縮機組立・分解日数 

Ｅ：潜函用ショベル組立・分解日数 
 

(注) 1. 送気用空気圧縮機は，最大容量分を同時に据付・撤去する。 

2. 送気用空気圧縮機は，各ロットの掘削又は構築作業毎に運転台数を求め計上する。 

3. 艤装用シャフトは，ケーソン１基当り全使用本数の1／2は全供用日数を，残1／2は全供

用日数の1／2を供用日数とする。 

4. 供用日数は整数とし，小数点第１位を切り上げる。 
 

 ５－２ 函外作業 

   ケーソン１基当りの函外作業の編成人員は，次表を標準とする。 

表5.2 函外編成人員 （人／基）

艤装数 潜かん世話役 潜かん工 特殊作業員 普通作業員 摘  要 

2 1 1 1（0） 1 人力掘削の場合 

2 1 1 1（0） 2 機械掘削の場合 

(注) 函内作業気圧が０MPakPa（０kgf／cm2）（素掘）の場合は，特殊作業員は計上し

ない。 

 

 ５－３ 送気用設備 

   送気用設備の運転の編成人員は，次表を標準とする。 

表5.3 送気用設備編成人員 （人）

特 殊 作 業 員 電     工 

1 1 

 

６．作 業 時 間 等 

 ６－１ 函内作業及び函外作業 

函内作業及び函外作業に従事する作業員の１組当り作業時間（賃金対象時間）は８時間とし，１日２交替（２

組）とする。 

 

 ６－２ 送気用設備 

送気用設備の運転に従事する特殊作業員，電工の作業時間は，全日（24時間）とし，２交替で従事するものとす

る。 

   なお，所要日数は，送気開始日から終了日までとする。 

 

７．設備等の供用日数 

設備等の供用日数は，積上げて算出することを原則とするが，次表のとおり算定することが出来る。 

表7.1 供用日数 

設     備     等 供 用 日 数 摘     要 

排 土 設 備 

掘 削 設 備 潜 函 シ ョ ベ ル 

艤 装 設 備 

安 全 管 理 設 備 

連 絡 設 備 

送 気 設 備 

救 急 設 備 

予 備 設 備 

（Ａ＋Ｂ＋Ｅ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｅ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×1.4 

 

 

 

ケーソンが2基以上の

場合は，重複する分

を減ずること。 

ただし，Ａ：ケーソン構築日数（艤装日数含む） 

Ｂ：掘削沈下日数 

Ｃ：中埋コンクリート打設・養生日数（支持力テスト含む） 

Ｄ：定置式空気圧縮機組立・分解日数 

Ｅ：天井走行式ショベル潜函用ショベル組立・分解日数 
 

(注) 1. 送気用空気圧縮機は，最大容量分を同時に据付・撤去する。 

2. 送気用空気圧縮機は，各ロットの掘削又は構築作業毎に運転台数を求め計上

する。 

3. 艤装用シャフトは，ケーソン１基当り全使用本数の1／2は全供用日数を，残1

／2は全供用日数の1／2を供用日数とする。 

4. 供用日数は整数止めとし，小数点以下第１位を切り上げるものとする。 
 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

８．施 工 歩 掛 

 ８－１ 刃口金物製作・据付 

  ８－１－１ 刃口金物の製作 

    刃口金物の製作については，別途計上する。 

 

  ８－１－２ 刃口金物の据付け 

    刃口金物の据付けは，次表を標準とする。 

 

表8.1 刃口金物据付歩掛 （１基当り） 

名     称 規   格 単 位 数 量 摘       要 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.3×Ｔ1 

Ｔ1：１基当り刃口金物質量（ｔ） 溶 接 工  〃 1.4×Ｔ1 

普 通 作 業 員  〃 0.8×Ｔ1 

ラフテレーンクレーン
運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第１次基準値) 
20ｔ吊 

日 1.2  

諸 雑 費 率  ％ ６  

(注) 1. 据付地盤の整地は含まない。 

2. 溶接工には，機械工を含む。 

3. 電気溶接機の運転を含む。 

4. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

5. 諸雑費は，電気溶接機の損料，燃料・油脂及び溶接棒等の費用であり，労務費及び賃料の合計額に上表

の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

８－２ 沈下掘削 

  ８－２－１ 人力掘削 

（１）１日当り（２組）の掘削量（Ｄa）は，次表による。 

表8.2 人力掘削１日（２組）当り掘削量（Ｄa） （ｍ3・地山／日）

土 質 

函内作業気圧 
(kPa[kgf／cm2]) 

砂，砂質土，
粘性土及び

粘土 

レキ及び
レキ質土 

玉 石 混 り 
砂 レ キ 軟岩(Ⅰ) 軟岩(Ⅱ) 

0（素掘） 31.6 25.0 17.1 10.1 4.8 

0を超え 98.0以下［ 0を超え1.0以下］ 30.2 23.9 16.4 9.7 4.6 

98.0を超え137.2以下［1.0を超え1.4以下］ 23.9 18.9 13.0 7.6 3.7 

137.2を超え176.4以下［1.4を超え1.8以下］ 21.2 16.8 11.5 6.8 3.2 

176.4を超え215.6以下［1.8を超え2.2以下］ 15.8 12.5 8.6 5.0 2.4 

215.6を超え254.8以下［2.2を超え2.6以下］ 14.0 11.1 7.6 4.5 2.1 

254.8を超え294.0以下［2.6を超え3.0以下］ 11.7 9.3 6.4 3.8 1.8 

294.0を超え333.2以下［3.0を超え3.4以下］ 9.9 7.9 5.4 3.2 1.5 

333.2を超え352.8以下［3.4を超え3.6以下］ 8.1 6.4 4.4 2.6 1.2 

352.8を超え372.4以下［3.6を超え3.8以下］ 7.2 5.7 3.9 2.3 1.1 

372.4を超え392.0以下［3.8を超え4.0以下］ 6.8 5.4 3.7 2.2 1.0 

(注) 1. 刃口据付面から掘削深３ｍまでは，上表を30％低減する。 

2. 軟岩(Ⅰ)は，ピックハンマ等の併用による掘削，軟岩(Ⅱ)は発破を必要とする場合の歩掛である。 

3. 軟岩(Ⅱ)の場合，掘削10ｍ3当りダイナマイト2.1kg，雷管13個を計上する。 

  なお，削孔に要する設備として削岩機３台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）［可搬式・エンジン駆動・ス

クリュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)］１台を計上する。 

4. 軟岩(Ⅰ)の場合は，ピックハンマ４台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）［可搬式・エンジン駆動・スク

リュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)］１台を計上する。 

5. 軟岩(Ⅰ)で亀裂が少なくブレーカを使用しても大塊となるもの及び軟岩(Ⅱ)において中硬岩に近く相当に発

破を必要とするものについては，日当り掘削量を30％低減することが出来る。 
 

８．施 工 歩 掛 

 ８－１ 刃口金物製作・据付 

  ８－１－１ 刃口金物の材料費 

    刃口金物の材料費（製作費含む）は，一般管理費等のみ対象とする。 

 

  ８－１－２ 刃口金物の据付け 

    刃口金物の据付けは，次表を標準とする。 

表8.1 刃口金物据付歩掛 （１基当り）

名     称 規   格 単 位 数 量 摘       要 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.5×Ｔ1 

Ｔ1：1基当り刃口金物質量（ｔ） 

溶 接 工  〃 1.0×Ｔ1 

普 通 作 業 員  〃 0.8×Ｔ1 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型 
(第2次基準値) 
25ｔ吊 

日 0.24×Ｔ1 

諸 雑 費 率  ％ 7  

(注) 1．据付地盤の整地は含まない。 

2．溶接工には，機械工を含む。 
3．電気溶接機の運転を含む。 
4．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 
5．諸雑費は，電力に関する経費，溶接機の損料，燃料・油脂及び溶接ワイヤー等の費用であり，
労務費及び賃料の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

８－２ 沈下掘削 

  ８－２－１ 人力掘削 

（１）１日当り（２組）の掘削量（Ｄa）は，次表による。 

表8.2 人力掘削１日（２組）当り掘削量（Ｄa） （ｍ3・地山／日）

土 質 

函内作業気圧 
(kPa[kgf／cm2]) 

砂，砂質土，
粘性土及び

粘土 

レキ及び
レキ質土 

玉 石 混 り 
砂 レ キ 

軟岩(Ⅰ) 軟岩(Ⅱ) 

0（素掘） 31.6 25.0 17.1 10.1 4.8 

0を超え 98.0以下［ 0を超え1.0以下］ 30.2 23.9 16.4 9.7 4.6 

98.0を超え137.2以下［1.0を超え1.4以下］ 23.9 18.9 13.0 7.6 3.7 

137.2を超え176.4以下［1.4を超え1.8以下］ 21.2 16.8 11.5 6.8 3.2 

176.4を超え215.6以下［1.8を超え2.2以下］ 15.8 12.5 8.6 5.0 2.4 

215.6を超え254.8以下［2.2を超え2.6以下］ 14.0 11.1 7.6 4.5 2.1 

254.8を超え294.0以下［2.6を超え3.0以下］ 11.7 9.3 6.4 3.8 1.8 

294.0を超え333.2以下［3.0を超え3.4以下］ 9.9 7.9 5.4 3.2 1.5 

333.2を超え352.8以下［3.4を超え3.6以下］ 8.1 6.4 4.4 2.6 1.2 

352.8を超え372.4以下［3.6を超え3.8以下］ 7.2 5.7 3.9 2.3 1.1 

372.4を超え392.0以下［3.8を超え4.0以下］ 6.8 5.4 3.7 2.2 1.0 

(注) 1. 刃口据付面から掘削深３ｍまでは，上表を30％低減する。 

2. 軟岩(Ⅰ)は，ピックハンマ等の併用による掘削，軟岩(Ⅱ)は発破を必要とする場合の歩掛である。 

3. 軟岩(Ⅱ)の場合，掘削10ｍ3当りダイナマイト2.1kg，雷管13個を計上する。 

  なお，削孔に要する設備として削岩機３台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）［可搬式・エンジン駆動・ス

クリュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)］１台を計上する。 

4. 軟岩(Ⅰ)の場合は，ピックハンマ４台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）［可搬式・エンジン駆動・スク

リュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)］１台を計上する。 

5. 軟岩(Ⅰ)で亀裂が少なくブレーカを使用しても大塊となるもの及び軟岩(Ⅱ)において中硬岩に近く相当に発

破を必要とするものについては，日当り掘削量を30％低減することが出来る。 
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（２）人力掘削で，作業室内体積（気積）が30ｍ3未満の場合の１日（２組）当りの掘削量（Ｄb）は，次

式による。 

Ｄb＝α×Ｄb１ 

Ｄb：１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

α：補正係数 

Ｄb１：作業室内体積30ｍ3未満の１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

表8.3 作業室内体積30ｍ3未満の１日（２組）当りの掘削量（Ｄb１） （ｍ3・地山／日）

作業室内体積（ｍ3） 

函内作業気圧 
(kPa[kgf／cm2]) 

０～10未満 10～15未満 15～20未満 20～25未満 25～30未満 

0（素掘） 5.3 10.5 15.8 21.1 26.3 

0を超え 98.0以下［ 0を超え1.0以下］ 5.0 10.1 15.1 20.2 25.2 

98.0を超え137.2以下［1.0を超え1.4以下］ 4.0 8.0 12.0 15.9 19.9 

137.2を超え176.4以下［1.4を超え1.8以下］ 3.5 7.1 10.6 14.1 17.7 

176.4を超え215.6以下［1.8を超え2.2以下］ 2.6 5.3 7.9 10.5 13.2 

215.6を超え254.8以下［2.2を超え2.6以下］ 2.3 4.7 7.0 9.3 11.7 

254.8を超え294.0以下［2.6を超え3.0以下］ 2.0 3.9 5.9 7.8 9.8 

294.0を超え333.2以下［3.0を超え3.4以下］ 1.7 3.3 5.0 6.6 8.3 

333.2を超え352.8以下［3.4を超え3.6以下］ 1.4 2.7 4.1 5.4 6.8 

352.8を超え372.4以下［3.6を超え3.8以下］ 1.2 2.4 3.6 4.8 6.0 

372.4を超え392.0以下［3.8を超え4.0以下］ 1.1 2.3 3.4 4.5 5.6 

 

表8.4 土質による補正係数（α） 

土 質 砂,砂質土, 
粘性土及び粘土 

レキ及び 
レキ質土 

玉石混り 
砂レキ 

軟岩（Ⅰ） 軟岩（Ⅱ） 

補正係数 1.00 0.79 0.54 0.32 0.15 

(注) 1. 刃口据付面から掘削深３ｍまでは，上表を30％低減する。 

2. 軟岩（Ⅰ）は，ピックハンマ等の併用による掘削，軟岩（Ⅱ）は発破を必要とする場合の歩掛で

ある。 

3. 軟岩（Ⅱ）の場合，掘削10ｍ3当りダイナマイト2.1kg，雷管13個を計上する。 

 なお，削孔に要する設備として削岩機３台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）可搬式・エンジン

駆動・スクリュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)１台を計上する。 

4. 軟岩（Ⅰ）の場合は，ピックハンマ４台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）可搬式・エンジン駆

動・スクリュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)１台を計上する。 

5. 軟岩（Ⅰ）で亀裂が少なくブレーカを使用しても大塊となるもの及び軟岩（Ⅱ）において中硬岩

に近く相当に発破を必要とするものについては，日当り掘削量を30％低減することが出来る。 

 

 

（２）人力掘削で，作業室内体積（気積）が30ｍ3未満の場合の１日（２組）当りの掘削量（Ｄb）は，次式

による。 

Ｄb＝α×Ｄb１ 

Ｄb：１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

α：補正係数 

Ｄb１：作業室内体積30ｍ3未満の１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

表8.3 作業室内体積30ｍ3未満の１日（２組）当りの掘削量（Ｄb１） （ｍ3・地山／日）

作業室内体積（ｍ3） 

函内作業気圧 
(kPa[kgf／cm2]) 

０～10未満 10～15未満 15～20未満 20～25未満 25～30未満 

0（素掘） 5.3 10.5 15.8 21.1 26.3 

0を超え 98.0以下［ 0を超え1.0以下］ 5.0 10.1 15.1 20.2 25.2 

98.0を超え137.2以下［1.0を超え1.4以下］ 4.0 8.0 12.0 15.9 19.9 

137.2を超え176.4以下［1.4を超え1.8以下］ 3.5 7.1 10.6 14.1 17.7 

176.4を超え215.6以下［1.8を超え2.2以下］ 2.6 5.3 7.9 10.5 13.2 

215.6を超え254.8以下［2.2を超え2.6以下］ 2.3 4.7 7.0 9.3 11.7 

254.8を超え294.0以下［2.6を超え3.0以下］ 2.0 3.9 5.9 7.8 9.8 

294.0を超え333.2以下［3.0を超え3.4以下］ 1.7 3.3 5.0 6.6 8.3 

333.2を超え352.8以下［3.4を超え3.6以下］ 1.4 2.7 4.1 5.4 6.8 

352.8を超え372.4以下［3.6を超え3.8以下］ 1.2 2.4 3.6 4.8 6.0 

372.4を超え392.0以下［3.8を超え4.0以下］ 1.1 2.3 3.4 4.5 5.6 

 

表8.4 土質による補正係数（α） 

土 質 砂,砂質土, 
粘性土及び粘土 

レキ及び 
レキ質土 

玉石混り 
砂レキ 

軟岩（Ⅰ） 軟岩（Ⅱ） 

補正係数 1.00 0.79 0.54 0.32 0.15 

(注) 1. 刃口据付面から掘削深３ｍまでは，上表を30％低減する。 

2. 軟岩（Ⅰ）は，ピックハンマ等の併用による掘削，軟岩（Ⅱ）は発破を必要とする場合の歩掛で

ある。 

3. 軟岩（Ⅱ）の場合，掘削10ｍ3当りダイナマイト2.1kg，雷管13個を計上する。 

 なお，削孔に要する設備として削岩機３台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）可搬式・エンジン

駆動・スクリュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)１台を計上する。 

4. 軟岩（Ⅰ）の場合は，ピックハンマ４台，空気圧縮機（7.5～7.8ｍ3／min）可搬式・エンジン駆

動・スクリュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)１台を計上する。 

5. 軟岩（Ⅰ）で亀裂が少なくブレーカを使用しても大塊となるもの及び軟岩（Ⅱ）において中硬岩

に近く相当に発破を必要とするものについては，日当り掘削量を30％低減することが出来る。 
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  ８－２－２ 機械掘削（掘削面積40ｍ2以上100ｍ2未満は，潜函用ショベルによる掘削，100ｍ2以上300ｍ2未満

は，天井走行式ショベルによる掘削） 

   施工１日（２組）当りの掘削量（Ｄc）は，次式による。 

   Ｄc＝β×Ｄc１ 

Ｄc：１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

β：補正係数 

Ｄc１：機械掘削１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

表8.5 機械掘削１日（２組）当りの掘削量（Ｄc1） （ｍ3・地山／日）

掘削面積（ｍ2） 

函内作業気圧 
(kPa[kgf／cm2]) 

40～60未満 60～100未満 100～300未満 

0（素掘） 43.3 49.8 96.3 

0を超え 98.0以下［ 0を超え1.0以下］ 41.3 47.6 92.2 

98.0を超え137.2以下［1.0を超え1.4以下］ 32.8 37.6 73.0 

137.2を超え176.4以下［1.4を超え1.8以下］ 29.0 33.5 64.8 

176.4を超え215.6以下［1.8を超え2.2以下］ 21.7 24.9 48.2 

215.6を超え254.8以下［2.2を超え2.6以下］ 19.2 22.0 42.6 

254.8を超え294.0以下［2.6を超え3.0以下］ 16.1 18.4 35.8 

294.0を超え333.2以下［3.0を超え3.4以下］ 13.6 15.6 30.3 

333.2を超え352.8以下［3.4を超え3.6以下］ 11.1 12.7 24.7 

352.8を超え372.4以下［3.6を超え3.8以下］ 9.8 11.3 22.0 

372.4を超え392.0以下［3.8を超え4.0以下］ 9.3 10.7 20.6 

 

 

  ８－２－１ 機械掘削（掘削面積40ｍ2以上100ｍ2未満は，潜函用ショベルによる掘削，100ｍ2以上300ｍ2未満

は，天井走行式ショベルによる掘削） 

   施工１日（２組）当りの掘削量（Ｄc）は，次式による。 

   Ｄc＝β×Ｄc１ 

Ｄc：１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

β：補正係数 

Ｄc１：機械掘削１日（２組）当りの掘削量（ｍ3・地山／日） 

 

(注) 酸素減圧を行う場合は，( )内の数を計上する。 

 

 

表8.2 機械掘削１日（２組）当りの掘削量（Ｄc1） （ｍ3・地山／日）

掘削面積（ｍ2） 

函内作業気圧 
(MPakPa[kgf／cm2]) 

40～60未満 60～100未満 100～300未満 

0（素掘） 43.3 
(－) 

53.4 
(－) 

49.7 
(－) 

61.4 
(－) 

96.3 
(－) 

0   を超え0.10以下 42.0 
(－) 

51.9 
(－) 

48.3 
(－) 

59.6 
(－) 

93.6 
(－) 

0.10を超え0.14以下 34.0 
(36.5) 

42.0 
(45.0) 

39.1 
(41.9) 

48.2 
(51.8) 

75.7 
(81.2) 

0.14を超え0.18以下 24.7 
(29.7) 

30.5 
(36.6) 

28.4 
(34.1) 

35.1 
(42.1) 

55.1 
(66.1) 

0.18を超え0.22以下 16.1 
(21.6) 

19.8 
(26.7) 

18.5 
(24.9) 

22.8 
(30.7) 

35.8 
(48.2) 

0.22を超え0.26以下 13.0 
(18.5) 

16.0 
(22.9) 

14.9 
(21.3) 

18.4 
(26.3) 

28.9 
(41.3) 

0.26を超え0.30以下 9.9 
(14.8) 

12.2 
(18.3) 

11.4 
(17.1) 

14.0 
(21.1) 

22.0 
(33.0) 

0.30を超え0.34以下 － 
(11.7) 

－ 
(14.5) 

－ 
(13.5) 

－ 
(16.7) 

－ 
(26.2) 

0.34を超え0.36以下 － 
(9.3) 

－ 
(11.4) 

－ 
(10.7) 

－ 
(13.2) 

－ 
(20.6) 

0.36を超え0.38以下 － 
(8.0) 

－ 
(9.9) 

－ 
(9.2) 

－ 
(11.4) 

－ 
(17.9) 

0.38を超え0.40以下 － 
(8.0) 

－ 
(9.9) 

－ 
(9.2) 

－ 
(11.4) 

－ 
(17.9) 
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表8.6 土質による補正係数（β） 

土 質 砂,砂質土, 
粘性土及び粘土 

レキ及び 
レキ質土 

玉石混り 
砂 レ キ 

軟岩（Ⅰ） 軟岩（Ⅱ） 

補正係数 1.00 0.84 0.56 0.35 0.17 

(注) 1. 刃口据付面から掘削深３ｍまでは，上表を30％低減する。 
2. 軟岩(Ⅰ)は，ピックハンマ等による掘削，軟岩(Ⅱ)は発破を必要とする場合の歩掛である。 
3. 軟岩(Ⅱ)の場合，掘削10ｍ3当りダイナマイト2.1kg，雷管13個を計上する。 

4. 軟岩(Ⅱ)の場合は削岩機を，軟岩(Ⅰ)の場合はピックハンマを次の台数計上する。 
掘削面積 40ｍ2以上100ｍ2未満２台 
空気圧縮機（削岩機用）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スクリュ型・排出ガス

対策型(第１次基準値)］×１台 
掘削面積 100ｍ2以上300ｍ2未満３台 
空気圧縮機（削岩機用）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スクリュ型・排出ガス

対策型(第１次基準値)］×１台 
掘削面積 40ｍ2以上100ｍ2未満２台 
空気圧縮機（ピックハンマ）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スクリュ型・排出

ガス対策型(第１次基準値)］×１台 
掘削面積 100ｍ2以上300ｍ2未満３台 
空気圧縮機（ピックハンマ）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スクリュ型・排出

ガス対策型(第１次基準値)］×１台 
5. 軟岩(Ⅰ)で亀裂が少なくブレーカを使用しても大塊となるもの及び軟岩(Ⅱ)において中硬岩に近
く相当に発破を必要とするものについては，日当り掘削量を30％低減することが出来る。 

 

表8.3 土質による補正係数（β） 

土 質 砂,砂質土, 
粘性土及び粘土 

レキ及び 
レキ質土 

玉石混り 
砂 レ キ 軟岩（Ⅰ） 軟岩（Ⅱ） 

補正係数 1.00 0.84 0.56 0.35 0.17 

(注) 1. 刃口据付面から掘削深３ｍまでは，上表を30％低減する。 
2. 軟岩(Ⅰ)は，ピックハンマ等による掘削，軟岩(Ⅱ)は発破を必要とする場合の歩
掛である。 

3. 軟岩(Ⅱ)の場合，掘削10ｍ3当りダイナマイト火薬2.1kg，雷管13個を計上する。 
4. 軟岩(Ⅱ)の場合は削岩機を，軟岩(Ⅰ)の場合はピックハンマを次の台数計上す

る。 
掘削面積 40ｍ2以上100ｍ2未満２台 
空気圧縮機（削岩機用）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スクリュ

型・排出ガス対策型(第1次基準値)］×１台 
掘削面積 100ｍ2以上300ｍ2未満３台 
空気圧縮機（削岩機用）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スクリュ

型・排出ガス対策型(第1次基準値)］×１台 
掘削面積 40ｍ2以上100ｍ2未満２台 
空気圧縮機（ピックハンマ）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スク

リュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)］×１台 
掘削面積 100ｍ2以上300ｍ2未満３台 
空気圧縮機（ピックハンマ）7.5～7.8ｍ3／min［可搬式・エンジン駆動・スク

リュ型・排出ガス対策型(第１次基準値)］×１台 
5. 軟岩(Ⅰ)で亀裂が少なくブレーカを使用しても大塊となるもの及び軟岩(Ⅱ)にお
いて中硬岩に近く相当に発破を必要とするものについては，日当り掘削量を30％低
減することが出来る。 
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工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン
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 ８－３ 沈下促進工法 

  ８－３－１ 載荷工法 

（１）材料 

      水荷重（ポンプによる注排水）を標準とするが，現場条件等によりその他の工法が必要な場合は別途

計上する。 

（２）労務 

      労務歩掛は，次表を標準とする。 

 

表8.7 水荷重（ポンプによる注排水）作業歩掛 （１ｔ当り）

名         称 単    位 数    量 

特  殊  作  業  員 人 0.02 

(注) 注排水は，工事用水中モータポンプ 普通型(潜水ポンプ)φ100を必要台数計上する。 

 

 ８－４ 構築工 

  ８－４－１ 本体及び止水壁の製作 

    本体及び止水壁は，鉄筋コンクリート構造を標準とする。 

（１）本体及び止水壁の構築日数 

      コンクリートは早強セメント使用を標準とし，１リフト（ロット）当り標準構築日数は，艤装の組

立・解体を含めて10日（普通セメント使用の場合12日）とする。なお，止水壁の製作は止水壁ケーソン

を使用する場合のみ適用する。 

（２）投入打設工 

      「第５編３章コンクリート工①コンクリート工（鉄筋構造物）」により別途計上する。 

（３）足場工 

     ① 足場は枠組足場を標準とし，掛面積は，次式による。 

         １ロット足場掛面積（掛ｍ2）＝１ロット外周面積×1.6  

       なお，上式の数量は，ケーソン内側の足場数量も含む。 

     ② 足場の設置及び撤去は，１ロット毎に計上する。 

     ③ 足場の架設器材及び設置・撤去歩掛は,「第２編６章仮設工⑤足場工」により，別途計上する。 

（４）型枠工 

      「第５編３章コンクリート工②型枠工」により別途計上する。 

（５）支保工 

      「第２編６章仮設工⑥支保工」により別途計上する。 

（６）鉄筋工 

      鉄筋工は，市場単価により別途計上する。 

（７）養生工 

      「第５編３章コンクリート工①コンクリート工」により別途計上する。 

 

 

 ８－３ 沈下促進工法 

  ８－３－１ 載荷工法 

（１）材料 

      水荷重（ポンプによる注排水）を標準とするが，現場条件等によりその他の工法が必要な場合は別途

計上する。 

（２）水荷重（ポンプによる注排水）作業 

      水荷重（ポンプによる注排水）作業は，次表を標準とする。 

 

表8.4 水荷重（ポンプによる注排水）作業歩掛 （１ｔ当り）

名         称 単    位 数    量 

特  殊  作  業  員 人 0.02 

(注) 注排水は，工事用水中モータポンプ 普通型(潜水ポンプ)φ100を必要台数

計上する。 

 

 ８－４ 構築工 

  ８－４－１ 本体及び止水壁の製作 

    本体及び止水壁は，鉄筋コンクリート構造を標準とする。 

（１）本体及び止水壁の構築日数 

      コンクリートは早強セメント使用を標準とし，１リフト（ロット）当り標準構築日数は，艤装の組

立・解体を含めて10日（普通セメント使用の場合12日）とする。なお，止水壁の製作は止水壁ケーソン

を使用する場合のみ適用する。 

（２）投入打設工 

      「第５編３章コンクリート工①コンクリート工（鉄筋構造物）」により別途計上する。 

（３）足場工 

     ① 足場は枠組足場を標準とし，掛面積は，次式による。 

         １ロット足場掛面積（掛ｍ2）＝１ロット外周面積×1.6（掛ｍ2） 

       なお，上式の数量は，ケーソン内側の足場数量も含む。 

     ② 足場の設置及び撤去は，１ロット毎に計上する。 

     ③ 足場の架設器材及び設置・撤去歩掛は,「第２編６章仮設工⑤足場工」により，別途計上する。 

（４）型枠工 

      「第５編３章コンクリート工②型枠工」により別途計上する。 

（５）支保工 

      「第２編６章仮設工⑥支保工」により別途計上する。 

（６）鉄筋工 

      鉄筋工は，市場単価により別途計上する。 

（７）養生工 

      「第５編３章コンクリート工①コンクリート工」により別途計上する。 
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工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン
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  ８－４－２ 中埋コンクリート打設 

（１）中埋コンクリート工 

     中埋コンクリート打設，コンクリートポンプ車の運転経費は「第５編３章コンクリート工①コンクリート

工」による。 

（２）型枠工 

     「第５編３章コンクリート工②型枠工」により別途計上する。 

（３）支保工 

     「第２編６章仮設工⑥支保工」により別途計上する。 

（４）鉄筋工 

     鉄筋工は，市場単価により別途計上する。 

（５）養生工 

     「第５編３章コンクリート工①コンクリート工」により別途計上する。 

（６）ブローパイプバルブ調整 

     ケーソン１基当りのブローパイプのバルブ調整は，次表を標準とする。 

 

表8.8 ブローパイプバルブ調整 （１基当り）

名         称 単    位 数    量 

潜 か ん 工 人 6.3 

諸 雑 費 ％ 21 

(注) 1. バルブ調整は中埋コンクリートの打設量に関係ない。 

2. 諸雑費はボールバルブ，フランジの費用であり，労務費の合計額に上表の率

を乗じた金額を上限として計上する。 

 

  ８－４－３ コンタクトグラウト打設 

    コンタクトグラウト打設が必要な場合は，別途計上する。 

 

 ８－５ 止水壁とりこわし工 

   鉄筋コンクリート構造の止水壁のとりこわしは，火薬によるとりこわしを標準とするが，振動，騒音等を防

止する必要がある場合は，コンクリート圧砕機によるとりこわし等，他の工法による。 

 

  ８－５－１ 火薬によるとりこわし 

    火薬によるとりこわし歩掛は，次表を標準とする。 

 

表8.9 火薬によるとりこわし歩掛 （10ｍ3当り）

名     称 規     格 単  位 数   量 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.1 

特 殊 作 業 員  〃 0.8 

普 通 作 業 員  〃 0.3 

火 薬 榎２号 kg 2.7 

電 気 雷 管 瞬発，脚線長 3.0ｍ，６号 個 20 

諸 雑 費 率  ％ 10 

(注) 1. 上表は，発破作業，鉄筋切断及び簡単な後片付けまでであり，コンクリート殻の運搬が

必要な場合は，別途計上する。 

2. 火薬充填用孔は，あらかじめ施工しておくものとする。 

3. 諸雑費は，アセチレン・酸素等の費用であり，労務費，材料費の合計額に上表の率を乗

じた金額を上限として計上する。 

 

  ８－５－２ コンクリート圧砕機によるとりこわし 

    コンクリート圧砕機（バックホウ装着）によるとりこわしは，別途考慮する。 

  ８－４－２ 中埋コンクリート打設 

（１）中埋コンクリート工 

     中埋コンクリート打設，コンクリートポンプ車の運転経費は「第５編３章コンクリート工①コンクリート

工」による。 

（２）型枠工 

     「第５編３章コンクリート工②型枠工」により別途計上する。 

（３）支保工 

     「第２編６章仮設工⑥支保工」により別途計上する。 

（４）鉄筋工 

     鉄筋工は，市場単価により別途計上する。 

（５）養生工 

     「第５編３章コンクリート工①コンクリート工」により別途計上する。 

（６）ブローパイプバルブ調整 

     ケーソン１基当りのブローパイプのバルブ調整は，次表を標準とする。 

 

表8.5 ブローパイプバルブ調整 （１基当り）

名         称 単    位 数    量 

潜 か ん 工 人 6.3 

諸 雑 費 ％ 21 

(注) 1. バルブ調整は中埋コンクリートの打設量に関係ない。 

2. 諸雑費はボールバルブ，フランジの費用であり，労務費の合計額

に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

  ８－４－３ コンタクトグラウト打設 

    コンタクトグラウト打設が必要な場合は，別途計上する。 

 

 ８－５ 止水壁とりこわし工 

   鉄筋コンクリート構造の止水壁のとりこわしは，火薬によるとりこわしを標準とするが，振動，騒音等を防

止する必要がある場合は，コンクリート圧砕機によるとりこわし等，他の工法による。 

 

  ８－５－１ 火薬によるとりこわし 

    火薬によるとりこわし歩掛は，次表を標準とする。 

 

表8.6 火薬によるとりこわし歩掛 （10ｍ3当り） 

名     称 規     格 単  位 数   量 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.1 

特 殊 作 業 員  〃 0.8 

普 通 作 業 員  〃 0.3 

火 薬 榎２号 kg 2.7 

電 気 雷 管 瞬発，脚線長 3.0ｍ，６
号 個 20 

諸 雑 費 率  ％ 10 

(注) 1. 上表は，発破作業，鉄筋切断及び簡単な後片付けまでであり，コンクリート

殻の運搬が必要な場合は，別途計上する。 

2. 火薬充填用孔は，あらかじめ施工しておくものとする。 

3. 諸雑費は，アセチレン・酸素等の費用であり，労務費，材料費の合計額に上表

の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

  ８－５－２ コンクリート圧砕機によるとりこわし 

    コンクリート圧砕機（バックホウ装着）によるとりこわしは，別途考慮する。 
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９．仮 設 備 工 
 ９－１ 仮設備の組立・解体 
   仮設備の組立・解体は，次表により計上する。 
   ただし，定置式空気圧縮機設備，土砂ホッパ，潜函用ショベル等を同場所に同時に２台以上組立・解体する場合

は，次表に台数分を乗じて計上する。 

表9.1 仮設備の組立・解体歩掛 （１台当り）

名 称 規格 単 
位 

定置式空気 
圧縮機設備 

(29/36ｍ3/min) 
土砂ホッパ
（10ｍ3級） 

潜函用ショベル 
(電動バックホウ山積
0.13ｍ3(平積0.1ｍ3)) 

天井走行式ショ
ベル(山積0.15 ｍ3 

(平積0.13ｍ3)) 

クーリングタワー 
設備 

(40～60ｔ/h) 
ホスピタルロック

組立
7.0日 

解体
5.0日 

組立
1.5日 

解体
1.0日 

組立
1.0日 

解体
1.0日 

組立
3.2日 

解体
3.2日 

組立
1.0日 

解体
1.0日 

組立
1.1日 

解体
1.0日 

土木一般世話役  人 3.3 2.0 1.5 0.5 ― ― 2.2 2.2 ― ― 1.0 1.0 

と び 工  〃 7.0 3.0 5.2 2.5 ― ― ― ― ― ― 3.0 1.0 

溶 接 工  〃 14.0 5.0 3.5 1.3 ― ― ― ― 1.0 0.5 4.0 1.1 

潜 か ん 工  〃 ― ― ― ― 4.0 3.0 7.9 6.3 ― ― ― ― 

電 工  〃 3.0 1.0 0.4 0.2 1.0 1.0 1.0 1.0 ― ― ― ― 

普通作業員  〃 11.0 5.0 0.6 0.4 ― ― ― ― 0.7 0.3 3.3 2.0 

コンクリート  ｍ3 12 ― ２ ― ― ― ― ２ ― 

ラフテレーン
クレーン運転 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型 
(第１次基準値) 
16ｔ吊 

日 2.0 1.0 1.5 1.0 1.0 0.5 3.2 3.2 0.3 0.2 1.0 1.0 

諸 雑 費  ％ 24 ２ ― 10 33 ８ 

(注) 1. 組立材料は，地盤状態のよい水平面上に設置した場合の必要量であり，コンクリートの打設歩掛は組立・解体歩掛に含ま
れている。 

2. 天井走行式ショベルの組立・解体には，天井走行レールの組立・解体を含む。 
3. 定置式空気圧縮機の歩掛は，レシーバータンク，圧縮空気清浄装置の組立・解体を含んでいる。 
4. クーリングタワーの歩掛は，空気圧縮機等からの配管を含む。 
5. 潜函用ショベルの解体歩掛は,函内作業気圧254.8kPa(2.6kgf／cm2)までを標準とし,それ以上については別途計上する｡ 
6. 諸雑費は組立に必要な配管，ボルトナット，バルブ，パッキン等であり，労務費，材料費，賃料の合計額に上表の率を乗
じた金額を上限として計上する。 

 

 

 

 

 

９－２ 送気用配管設備 

  配管は，一般配管用鋼管（ガス管）とし，空気圧縮機からゲージ設備まではφ150㎜，ゲージ設備からケーソン

まではφ100㎜を標準とし，配管歩掛は次表を標準とする。 

表9.2 配管歩掛 （100ｍ当り）

名    称 単 位 

管径（㎜） 

100 150 

組立 解体 組立 解体 

土 木 一 般 世 話 役 人 1.0 0.5 1.0 0.6 

普 通 作 業 員 〃 3.0 2.0 4.0 2.0 

配 管 工 〃 3.0 2.0 5.0 3.0 

諸 雑 費 ％ 21 16 

(注) 諸雑費はパッキン，ボルトナット，ティー，バルブの費用であり，労務費の合
計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

９．仮 設 備 工 
 ９－１ 仮設備の組立・解体 
   仮設備の組立・解体は，次表により計上する。 
   ただし，定置式空気圧縮機設備，土砂ホッパ，潜函用ショベル等を同場所に同時に２台以上組立・解体する場合

は，次表に台数分を乗じて計上する。 

表9.1 仮設備の組立・解体歩掛 （１台当り）

名 称 規格 単 
位 

定置式空気 
圧縮機設備 

(29/36ｍ3/min) 
土砂ホッパ
（10ｍ3級） 

潜 函 用 シ ョ ベ
ル 
(電動バックホ
ウ 山 積 0.13 ｍ
3(平積0.1ｍ3)) 

天 井 走 行 式
ショベル(山積
0.15 ｍ3 

(平積0.13ｍ3)) 

クーリングタワー 
設備 

(40～60ｔ/h) 
ホスピタルロック 

組立
7.0
日 

解体
5.0日 

組立
1.5
日 

解体
1.0
日 

組
立
1.0
日 

解
体
1.0
日 

組立
3.2
日 

解体
3.2
日 

組立
1.0日 

解体
1.0
日 

組立
1.1日 

解体
1.0日 

土木一般世話役  人 3.3 2.0 1.5 0.5 ― ― 2.2 2.2 ― ― 1.0 1.0 

と び 工  〃 7.0 3.0 5.2 2.5 ― ― ― ― ― ― 3.0 1.0 

溶 接 工  〃 14.0 5.0 3.5 1.3 ― ― ― ― 1.0 0.5 4.0 1.1 

潜 か ん 工  〃 ― ― ― ― 4.0 3.0 7.9 6.3 ― ― ― ― 

電 工  〃 3.0 1.0 0.4 0.2 1.0 1.0 1.0 1.0 ― ― ― ― 

普通作業員  〃 11.0 5.0 0.6 0.4 ― ― ― ― 0.7 0.3 3.3 2.0 

コンクリート  ｍ
3 

12 ― ― ― ― ― ― 

ラフテレーン
クレーン運転 

油圧伸縮ジブ型 
排出ガス対策型 
(第2次基準値) 
25ｔ吊 

日 2.0 1.0 1.5 1.0 1.0 0.5 3.2 3.2 0.3 0.2 1.0 1.0 

諸 雑 費  ％ 24 7 ― 10 32 14 

(注) 1. 組立材料は，地盤状態のよい水平面上に設置した場合の必要量を計上するものとし，コンクリートの打設歩掛は組
立・解体歩掛に含まれている。 

2. 天井走行式ショベルの組立・解体には，天井走行レールの組立・解体を含む。 
3. 定置式空気圧縮機の歩掛は，レシーバータンク，圧縮空気清浄装置の組立・解体を含んでいる。 
4. クーリングタワーの歩掛は，空気圧縮機等からの配管を含む。 
5. 潜函用ショベル・天井走行式ショベルの解体歩掛は,函内作業気圧0.22MPa（酸素減圧の場合は0.26MPa）
254.8kPa(2.6kgf／cm2)までを標準とし,それ以上については別途考慮する｡ 

6. 諸雑費は組立に必要な配管，ボルトナット，バルブ，パッキン，土砂ホッパの足下に設置するＨ形鋼，ホスピタル
ロックの建屋材等であり，労務費，組立材料費，機械賃料の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

7. 定置式空気圧縮機設備の基礎コンクリートの撤去については，市場単価により別途計上する。 
8. ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

     現行どおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

 ９－３ 艤装設備組立・解体 

   潜函のシャフト（たて管），送気管，排気管及び配電管等の設備機械の艤装は，１リフト（ロッ

ト）毎に組立・解体を行い，歩掛は次表を標準とする。 

表9.3 組立・解体歩掛 

 （人／１艤装・１リフト（ロット）当り）

名    称 規   格 単 位 数   量 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.0 

潜 か ん 工  〃 3.0 

溶 接 工  〃 5.5 

クローラクレーン運転 油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型 50ｔ吊 

日 1.0 

諸 雑 費  ％ ６ 

(注) 1. 沈下完了後の解体労務は，上記の歩掛に含まれている。 
2. 艤装組立・解体日数は，１艤装１リフト(ロット)当り１日とする。 
3. クローラクレーンは，賃料とする。 
4. 諸雑費は艤装に伴うボルトナット，パッキンであり，労務費，賃料の合計額に
上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

 

10． 参 考 資 料 

 10－１ 函内照明設備 

   函内照明は100Ｗ電球とし，個数は次式による。 

      Ｎ＞（１＋
Ｌ

６
 ）Ｓ＋0.14Ａ 

        Ｎ：ケーソン内100Ｗ電球個数（個） 

        Ｌ：シャフト長（ｍ） 

        Ｓ：艤 装 数（基） 

        Ａ：掘 削 面 積（ｍ2） 

 

 10－２ １組当り掘削実作業時間 

   １組当りの掘削実作業時間は，次表を基準とする。 

表10.1 １組当り掘削実作業時間 

函内作業気圧（kPa［kgf／cm2］） １組当り掘削実作業時間（ｈ） 

0（素掘） 7.0 

0を超え 98.0以下［ 0を超え1.0以下］ 6.7 

98.0を超え137.2以下［1.0を超え1.4以下］ 5.3 

137.2を超え176.4以下［1.4を超え1.8以下］ 4.7 

176.4を超え215.6以下［1.8を超え2.2以下］ 3.5 

215.6を超え254.8以下［2.2を超え2.6以下］ 3.1 

254.8を超え294.0以下［2.6を超え3.0以下］ 2.6 

294.0を超え333.2以下［3.0を超え3.4以下］ 2.2 

333.2を超え352.8以下［3.4を超え3.6以下］ 1.8 

352.8を超え372.4以下［3.6を超え3.8以下］ 1.6 

372.4を超え392.0以下［3.8を超え4.0以下］ 1.5 

(注) 上記の１組当り掘削実作業時間は，｢高気圧作業安全衛生規則｣労働省第40号による高圧下

の時間(高圧室内作業者に加圧を開始した時から減圧を開始するまでの時間)を基礎に函内休

止率等を考慮し定めたものである。 
 

 ９－３ 艤装設備組立・解体 

   潜函のシャフト（たて管），送気管，排気管及び配電管等の設備機械の艤装は，１リフト（ロッ

ト）毎に組立・解体を行い，歩掛は次表を標準とする。 

表9.3 組立・解体歩掛 

 （人／１艤装・１リフト（ロット）当り）

名    称 規   格 単 位 数   量 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.0 

潜 か ん 工  〃 3.0 

溶 接 工  〃 5.5 

クローラクレーン 
運 転 

油圧駆動式ウインチ・ 
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型（第1
次基準値） 50ｔ吊 

日 1.0 

諸 雑 費  ％ 6 

(注) 1. 沈下完了後の解体労務は，上記の工数に含まれているので別途計上し
ない。 

2. 艤装組立・解体日数は，１艤装１リフト(ロット)当り１日とする。 
3. クローラクレーンは，賃料とする。 
4. 諸雑費は艤装に伴うボルトナット，送排気管，パッキンであり，労務
費，賃料の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

10． 参 考 資 料 

 10－１ 函内照明設備 

   函内照明は40Ｗ蛍光灯とし，個数は次式による。 

      Ｎ＞（１＋
Ｌ

６
 ）Ｓ＋0.14Ａ 

        Ｎ：ケーソン内40Ｗ蛍光灯個数（個） 

        Ｌ：マンシャフト長（ｍ） 

        Ｓ：マンロック数（基） 

        Ａ：掘 削 面 積（ｍ2） 

 

 10－２ １組当り掘削実作業時間 

   １組当りの掘削実作業時間は，次表を標準とする。 

表10.1 １組当り掘削実作業時間 

函内作業気圧（MPakPa［kgf／cm2］） 1組当り掘削実作業時間（ｈ） 

0（素掘） 7.0 
(－) 

0   を超え0.10以下［ 0を超え1.0以下］ 
6.8 
(－) 

0.10を超え0.14以下［1.0を超え1.4以下］ 
5.5 
(5.9) 

0.14を超え0.18以下［1.4を超え1.8以下］ 4.0 
(4.8) 

0.18を超え0.22以下［1.8を超え2.2以下］ 
2.6 
(3.5) 

0.22を超え0.26以下［2.2を超え2.6以下］ 
2.1 
(3.0) 

0.26を超え0.30以下［2.6を超え3.0以下］ 1.6 
(2.4) 

0.30を超え0.34以下［3.0を超え3.4以下］ － 
(1.9) 

0.34を超え0.36以下［3.4を超え3.6以下］ 
－ 

(1.5) 

0.36を超え0.38以下［3.6を超え3.8以下］ － 
(1.3) 

0.38を超え0.40以下［3.8を超え4.0以下］ 
－ 

(1.3) 

(注) 1. 上記の１組当り掘削実作業時間は，平成27年4月「高気圧作業安全衛生規則」
の改正により，高圧下の時間（高圧室内作業者に加圧を開始した時から減圧
を開始するまでの時間）を基礎に純作業時間を考慮し示したものである。 

2. ( )内は酸素減圧を行った場合の作業時間を示す。 
 

 



土木工事標準歩掛の改定 
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 10－３ 酸素使用量 

   作業圧力毎の1人1組当り酸素使用量は以下を標準とする。 

（１）酸素使用量 

     酸素使用量は，次式による 

      酸素使用量（ｍ3） ＝ Σ（ａ × ｂ × ｃ） 

       酸素使用量：１組当り酸素使用量（ｍ3） 

       ａ：区分毎の１人当り酸素使用量（ｍ3/人） 

       ｂ：区分毎の１組当り函内編成人員（人/組） 

       ｃ：区分毎の交替数（組） 

表10.2 酸素使用量 （ｍ3） 

区  分 

 

函内作業気圧（MPa） 

1人当り 

酸素使用量 

ａ 

（ｍ3／人） 

1組当り 

函内編成人員 

ｂ 

（人／組） 

交替数 

 

ｃ 

（組） 

掘 

削 

作 

業 

時 

0.10を越え 0.14以下 2.1 編成人員(表5.1) 交替数 

0.14を越え 0.18以下 3.8 〃 〃 

0.18を越え 0.22以下 3.6 〃 〃 

0.22を越え 0.26以下 4.5 〃 〃 

0.26を越え 0.30以下 4.4 〃 〃 

0.30を越え 0.34以下 4.7 〃 〃 

0.34を越え 0.36以下 4.3 〃 〃 

0.36を越え 0.38以下 4.0 〃 〃 

0.38を越え 0.40以下 4.4 〃 〃 

そ 

の 

他 

作業室内設備解体 (注)3 4人／組 〃 

地耐力試験 〃 〃 〃 

中埋コンクリート確
認 〃 〃 〃 

(注) 1. 酸素使用量には，酸素ボンベ内の圧力低下によるロス率25％を含む。 

2. 酸素（医療用）費用については，共通仮設費の安全費で別途計上する。 

3. 函内作業気圧時の酸素使用量を用いる。 

 

 

 10－４ 酸素集合装置設置・撤去（マンロック・ホスピタルロック用） 

   酸素集合装置設置・撤去は，次表を標準とする。 

 

表10.3 酸素集合装置設置・撤去（マンロック・ホスピタルロック用） （１基当り） 

名     称 規     格 単 位 設  置 撤  去 

特 殊 作 業 員  人 2.0 1.0 

普 通 作 業 員  〃 1.0 0.5 

諸 雑 費 率  ％ 30 

(注) 1. 上記には，酸素集合装置の設置及び配管を含む。 

2. 諸雑費は，設置に伴う配管材料の費用であり，労務費の合計額に上表の率を

乗じた金額を上限として計上する。 
 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図１ ニューマチックケーソン工法（空気減圧）概要図 
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参考図２ ニューマチックケーソン工法（酸素減圧）概要図 

 

 

 

酸素呼吸装置 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
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チック

ケーソン
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11．単 価 表 

 

 

 

 

 

 

 

（１）刃口金物据付１基当り単価表  
名      称 規    格 単位 数 量 摘      要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表8.1 

溶 接 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型（第１次基準値） 
20ｔ吊 

日  表8.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 １ 表8.1 

計     

 

（２）人力掘削10ｍ3当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

潜 か ん 世 話 役  人 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

潜 か ん 工  〃 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

特 殊 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

普 通 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

クローラクレーン運転 
油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型 
50ｔ吊 

日 10／(Ｄa又はＤb) 機械賃料 

発 破 経 費  式 １ 必要に応じて別途計上 

諸 雑 費  〃 １  

(注) 1. Ｍ＝表5.1，表5.2の潜かん世話役（潜かん工）人員＋表5.3の潜かん世話役（潜かん工）人員 
2. 函内作業気圧が０kPa（０kgf／cm2）(素掘）の場合は，特殊作業員は計上しない。 

 

 

11．単 価 表 

（１）刃口金物材料費１基当り単価表  
名      称 規    格 単位 数 量 摘      要 

材 料 費  基   

諸 雑 費  式 1  

計     

 

（２）刃口金物据付１基当り単価表  
名      称 規    格 単位 数 量 摘      要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表8.1 

溶 接 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型（第2次基準
値）25ｔ吊 

日  〃 機械賃料 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

（２）人力掘削10ｍ3当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

潜 か ん 世 話 役  人 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

潜 か ん 工  〃 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

特 殊 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

普 通 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／(Ｄa又はＤb)  

クローラクレーン
運 転 

油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型 
50ｔ吊 

日 10／(Ｄa又はＤb) 機械賃料 

発 破 経 費  式 1 必要に応じて別途計
上 

諸 雑 費  〃 1  

(注) 1. Ｍ＝表5.1，表5.2の潜かん世話役（潜かん工）人員＋表5.3の潜かん世話役（潜かん
工）人員 

2. 函内作業気圧が０kPa（０kgf／cm2）(素掘）の場合は，特殊作業員は計上しない。 
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（３）機械掘削10ｍ3当り単価表 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

潜 か ん 世 話 役  人 Ｍ×2×10／Ｄc  

潜 か ん 工  〃 Ｍ×2×10／Ｄc  

特 殊 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／Ｄc  

普 通 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／Ｄc  

シ ョ ベ ル 電 力  kWh Ｈw  

クローラクレーン運転 
油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型 
50ｔ吊 

日 10／Ｄc 機械賃料 

発 破 経 費  式 １ 必要に応じて別途計上 

諸 雑 費  〃 １  

(注) 1. Ｍ＝表5.1の潜かん世話役（潜かん工）人員＋表5.3の潜かん世話役（潜かん工）人員 

2. Ｈw：ショベル電力 

Ｈw＝Ｐs×Ｑs×Ｄ×2×Ｈ×10／Ｄc 

Ｐs：潜函用ショベル電力（kW） 

Ｑs：潜函用ショベル燃料消費率（kWh／kW） 

Ｄ ：潜函用ショベル台数（台） 

Ｈ ：１組当り掘削実作業時間……表10.1 

Ｄc：機械掘削１日（２組）当り掘削量 

3. 函内作業気圧が０kPa（０kgf／cm2）（素掘）の場合は，特殊作業員は計上しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）機械掘削10ｍ3当り単価表 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

潜 か ん 世 話 役  人 Ｍ×2×10／Ｄc  

潜 か ん 工  〃 Ｍ×2×10／Ｄc  

特 殊 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／Ｄc  

普 通 作 業 員  〃 Ｍ×2×10／Ｄc  

シ ョ ベ ル 電 力  kWh Ｈw  

クローラクレーン
運 転 

油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型（第1次基
準値）50ｔ吊 

日 10／Ｄc 機械賃料 

発 破 経 費  式 1 必要に応じて別途計
上 

諸 雑 費  〃 1  

(注) 1. Ｍ＝表5.1の潜かん世話役（潜かん工）人員＋表5.2の潜かん世話役（潜かん工）人

員 

2. Ｈw：ショベル電力 

Ｈw＝Ｐs×Ｑs×Ｄ×２×Ｈ×10／Ｄc 

Ｐs：天井走行式ショベル潜函用ショベル電力（kW） 

Ｑs：天井走行式ショベル潜函用ショベル燃料消費率（kWh／kW） 

Ｄ ：天井走行式ショベル潜函用ショベル台数（台） 

Ｈ ：１組当り掘削実作業時間……表10.1 

Ｄc：機械掘削１日（２組）当り掘削量 

3. 函内作業気圧が０MPakPa（０kgf／cm2）（素掘）の場合は，特殊作業員は計上しな

い。 

4. 軟岩（Ⅰ），軟岩（Ⅱ）の場合は，削岩機，ピックハンマ，空気圧縮機（排出ガス

対策型（第１次基準値）），ダイナマイト火薬，雷管を必要数計上する。 
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（４）送気用設備運転１日当り単価表（２交替） 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

特 殊 作 業 員  人  表5.4 

電 工  〃   〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 

 

 

 

 

 

（５）水荷重（ポンプによる注排水）作業１ｔ当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

特 殊 作 業 員  人  表8.7 

工事用水中モータ 
ポ ン プ 運 転 

普通型(潜水ポンプ) 
φ100 日  必要日数計上 

機械損料 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

（６）ブローパイプバルブ調整ケーソン１基当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

潜 か ん 工  人 6.3 表8.8 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 

（７）火薬による（止水壁）とりこわし10ｍ3当り単価表 
 

名    称 規    格 単 位 数 量 摘      要 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.1 表8.9 

特 殊 作 業 員  〃 0.8 〃 

普 通 作 業 員  〃 0.3 〃 

火 薬 榎２号 kg 2.7 〃 

電 気 雷 管 瞬発，脚線長3.0ｍ， 
６号 個 20 〃 

諸 雑 費  式 １ 〃 

計     

 

 

（４）送気用設備運転１日当り単価表（２交替） 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

特 殊 作 業 員  人 
1(人)×2(2方)
×11／8(h) 

表5.3(数量×供用日
数) 

電 工  〃 
1(人)×2(2方)
×11／8(h)  〃 

電 力 量 
( 空 気 圧 縮 用 )  kWh 

 86kWh
（50Hz） 
110kWh

（60Hz） 

数量×延運転時間 

電 力 量 
(クーリングタワー用)  〃 0.91kWh 

必要に応じて別途計
上 
数量×延運転時間 

電 力 量 
(循環水ポンプ用)  〃 5.3kWh  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

（５）水荷重（ポンプによる注排水）作業１ｔ当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

特 殊 作 業 員  人 0.02 表8.4 

工事用水中モータ 
ポ ン プ 運 転 

普通型(潜水ポンプ) 
φ100 日  

必要日数計上 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

（６）ブローパイプバルブ調整ケーソン１基当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

潜 か ん 工  人 6.3 表8.5 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

（６）火薬による（止水壁）とりこわし10ｍ3当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘      要 

土 木 一 般世 話 役  人 0.1 表8.6 

特 殊 作 業 員  〃 0.8 〃 

普 通 作 業 員  〃 0.3 〃 

火 薬 榎２号 kg 2.7 〃 

電 気 雷 管 瞬発，脚線長3.0ｍ， 
６号 個 20 〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     
 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

（８）艤装設備組立・解体１艤装１リフト（ロット）当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.0 表9.3 

潜 か ん 工  〃 3.0 〃 

溶 接 工  〃 5.5 〃 

クローラクレーン運転 
油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型 
50ｔ吊 

日 1.0 表9.3 
機械賃料 

諸 雑 費  式 １ 表9.3 

計     

 

 

（７）艤装設備組立・解体１艤装１リフト（ロット）当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.0 表9.3 

潜 か ん 工  〃 3.0 〃 

溶 接 工  〃 5.5 〃 

クローラクレーン 
運 転 

油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型（第1次基
準値）50ｔ吊 

日 1.0  〃 機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表9.3 

計     
 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

 （８）排土設備ケーソン１基当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

クローラクレーン
運 転 

油圧駆動式ウインチ・ラ
チスジブ型・排出ガス対
策型（第1次基準値）50ｔ
吊 

台 1 表4.1 

バ ケ ッ ト 1.0ｍ3級 個 2  〃 

土 砂 ホ ッ パ 10ｍ3級 基 1  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

（９）艤装設備ケーソン１基当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

マテリアルロック 
通過可能バケット1.0m3 
径×長さφ1.8～1.9×5.5
ｍ級 圧力0.4MPa 

基 1 表4.1 

マ ン ロ ッ ク 
(空気減圧対応型) 

立型10～12人用 
圧力0.4MPa 〃 1  〃 

マ ン ロ ッ ク 
（ 酸 素 減 圧 対 応
型 ） 

立型8人用 圧力0.4MPa 〃 1  〃 

ケーソン用エレベータ 
（ 内 圧 用 ） 3人用 圧力0.4MPa 〃 1 

〃（必要に応じて
別途計上） 

ケーソン用エレベータシャフト 
（ 内 圧 用 ） 3人用 圧力0.4MPa 式 1 〃（  〃  ） 

マテリアルシャフト 
径×長さφ1.2ｍ×2.0ｍ
級 圧力0.4MP 〃 1 〃（必要数量） 

マ ン シ ャ フ ト 
径×長さφ1.2ｍ×2.0ｍ
級 圧力0.4MPa 〃 1 〃（  〃  ） 

スペシャルシャフト 径×長さφ1.4ｍ×0.5ｍ
級 圧力0.4MPa 

個 2  〃 

ボ ッ ト ム ド ア 径1.4ｍ級 圧力0.4MPa 〃 2  〃 

自動圧力調整装置 径100㎜級 圧力0.4MPa 〃 1  〃 

高 圧 ホ ー ス 径100㎜級 長さ10ｍ 
圧力1.0MPa 

本 7  〃 

送 気 管 径100mm 長さ5.5m 圧力
1.0MPa 

ｍ  〃（ゲージ設備か
らケーソンまで） 

照 明 設 備  式 1  〃 

諸 雑 費  〃 1  

計     

 

（10）掘削設備ケーソン１基当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

天井走行式ショベル 山積0.15ｍ3(平積0.13ｍ3) 台 1 
表4.1 
掘削面積40ｍ 2以上
100ｍ2未満 

天井走行式ショベル 山積0.15ｍ3(平積0.13ｍ3) 〃 2 
 〃 
  〃  100ｍ 2  〃 
300ｍ2 〃 

走 行 レ ー ル 
(天井走行式ショベル用) 長さ2ｍ級×1本 式 1  〃 （必要数量） 

諸 雑 費  〃 1  

計     
 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）送気設備（空気圧縮機）１工事当り単価表  
名      称 規    格 単位 数 量 摘      要 

空 気 圧 縮 機 吐出量29／ 36ｍ 3／min 
圧力0.4MPa 

台  表4.2（必要数量計
上） 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

（12）送気設備（その他）１工事当り単価表  
名      称 規    格 単位 数 量 摘      要 

圧 縮 空 気 洗 浄 機 処理量 1,100ｍ3／ｈ 台  表4.2（必要数量計
上） 

クーリングタワー 40～60ｔ／ｈ 〃  〃 
（   〃   ） 

循 環 水 ポ ン プ 口径80㎜・全揚程30ｍ 〃  〃 
（   〃   ） 

レシーバータンク 容量2.5ｍ 3 圧力0.7～
0.9MPa 

〃  〃 
（   〃   ） 

送 気 管 
径150㎜ 長さ5.5ｍ 圧
力1.0MPa ｍ  

〃 
（   〃   ） 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

（13）安全設備 ケーソン１基当り単価表  
名      称 規    格 単位 数 量 摘      要 

酸 素 集 合 装 置 マンロック，ホスピタル
ロック用 基 1 表4.1 

酸 素 呼 吸 装 置 
(マンロック用) 

マンロック，ホスピタル
ロック用 台 10  〃 

酸 素 ( 医 療 用 )  ｍ3  表10.2 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) 酸素（医療用）費用については，共通仮設費の安全費に計上する。 

 

（14）救急設備 ケーソン１工事当り単価表  
名      称 規    格 単位 数 量 摘      要 

ホスピタルロック 
（空気再圧対応型） 

〔中型〕 径×長さ φ
1.9×4ｍ級・圧力0.5MPa 台 1 表4.2 

ホスピタルロック 
（酸素再圧対応型） 

〔中型〕 径×長さ φ
1.9×4ｍ級・圧力0.5MPa 〃 1  〃 

酸 素 集 合 装 置 マンロック，ホスピタル
ロック用 

基 1  〃（必要に応じて
別途計上） 

酸 素 呼 吸 装 置 
(ホスピタルロック用) 

マンロック，ホスピタル
ロック用 台 4 

 〃 
（  〃  ） 

圧 縮 空 気 清 浄 機 処理量 650ｍ3／ｈ 〃 1  〃 

高気圧下用空気呼吸器 
〔半閉鎖循環式〕圧力
0.4MPa 
使用時間30min 3ℓ級 

個 4  〃 

諸 雑 費  式 １  

計     

 

 

 



土木工事標準歩掛の改定 
ニューマチックケーソン工 

 

 
工種名 現行 改定 摘要 
ニューマ

チック

ケーソン

工 

（９）仮設備組立解体単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表9.1 

と び 工  〃  〃 

溶 接 工  〃  〃 

潜 か ん 工  〃  〃 

電 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

コ ン ク リ ー ト  ｍ3  〃 

ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値） 

16ｔ吊 

日  
表9.1 

機械賃料 

諸 雑 費  式 １ 表9.1 

計     

 

（10）ケーソン構築設備１式当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

艤 装 設 備  日  表7.1 

潜函用ショベル設備  〃  〃 

送 気 設 備  〃  〃 

予 備 設 備  〃  〃 

計     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）機械運転単価表 
 

機  械  名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

工 事 用 水 中 
モ ー タ ポ ン プ 

普通型(潜水ポンプ) 
φ100 機-14  

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 
油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型 
50ｔ吊 

機-16 
燃 料消費量→122 
機械賃料数量→  2.15 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 
（ 艤 装 用 ） 

油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型 
50ｔ吊 

機-16 燃 料消費量→ 61 
機械賃料数量→  1.00 

 

（15）仮設備の組立・解体１台当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表9.1 

と び 工  〃  〃 

溶 接 工  〃  〃 

潜 か ん 工  〃  〃 

電 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

コ ン ク リ ー ト  ｍ3  〃 

ラ フ テ レ ー ン 

ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第2次基準

値）25ｔ吊 

日  
表9.1 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表9.1 

計     

 

（９）ケーソン構築設備１式当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

艤 装 設 備  日  表7.1 

天 井 走 行 式 
シ ョ ベ ル  〃  〃 

送 気 設 備  〃  〃 

予 備 設 備  〃  〃 

計     

 

（16）酸素集合装置設置・撤去（マンロック・ホスピタルロック用）１基当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘    要 

特 殊 作 業 員  人  表10.3 

普 通 作 業 員  〃  〃 

諸 雑 費  式 1 〃 

計     

 

（17）機械運転単価表 
 

機  械  名 規    格 適用単価表 指 定 事 項 

工 事 用 水 中 
モ ー タ ポ ン プ 

普通型(潜水ポンプ) 
φ100 機-14  

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 

油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型（第1次基準
値） 50ｔ吊 

機-16 燃料消費量→122 
機械賃料数量→  2.15 

ク ロ ー ラ ク レ ー ン 
（ 艤 装 用 ） 

油圧駆動式ウインチ･ 
ラチスジブ型・ 
排出ガス対策型（第1次基準
値） 50ｔ吊 

機-16 燃料消費量→ 61 
機械賃料数量→  1.00 

 

 

 

 



②　残存型枠工 ②　残存型枠工

1.　適用範囲 1.　適用範囲

2.　施工概要 2.　施工概要

　施工フローは，下記を標準とする。 　施工フローは，下記を標準とする。

（注）1.　本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。

（注）　本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 2.　(　)書きは必要な場合計上する。

図2-1　施工フロー 図2-1　施工フロー

3.　機種の選定 3.　機種の選定

機械・規格は，次表を標準とする。 機械・規格は，次表を標準とする。

4.　施工歩掛 4.　施工歩掛

4-1． 残存型枠及び残存化粧型枠の歩掛

残存型枠及び残存化粧型枠の加工，組立・設置にかかる施工歩掛は，次表を標準とする。 　残存型枠及び残存化粧型枠の加工，組立・設置にかかる施工歩掛は，次表を標準とする。

1.

2. 1.

2.

3.

4. 3.

4.

5.

6. 5.

6.

7.

残存型
枠工

溶 接 工 〃 2.3 2.5

 ラフテレーンクレーンは，賃料とする。

 狭隘等の現場条件により，クレーン据付が困難な場合，又は据付により施工に支障が生じる
場合には別途考慮する。

(注）  残存化粧型枠は意匠を目的とした平面・凹凸面の型枠材に適用する。

 上記歩掛は，水抜きパイプの設置を含むものであるが，水抜きパイプの有無にかかわらず適
用出来る。水抜きパイプ材料は，必要量を別途計上する。

 上記歩掛は，半径10ｍ以下の円形部分には適用しない。

 諸雑費は，組立支持材及び電気溶接機，コンクリートカッタ，インパクトレンチ，電気ドリ
ル，ディスクグラインダー，鉄筋カッター，溶接棒,電力に関する経費等の費用であり，労務
費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。

 型枠材は，残存型枠・残存化粧型枠及び残存型枠・残存化粧型枠用組立部材を計上する。

土 木 一 般 世 話 役 人 2.0 2.1

型 わ く 工 〃 4.8 4.8

ラフテレーンクレーン運転 日 1.7 1.9

諸 雑 費 率 ％ 16 16

普 通 作 業 員 〃 3.3 3.7

改　　定

本資料は，砂防工事の構造物施工にかかる平均設置高30ｍ以下の残存型枠及び残存化粧型枠の施工，及び天端の手摺及び足場
（キャットウォーク）の設置・撤去に適用する。本工法は，プレキャストのコンクリート二次製品による型枠を使用し，コンクリー
ト打設・養生後の型枠の撤去を必要としない型枠工のことをいう。

表3.1  機種の選定

機 械 名 規 格

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第２
次基準値)　25ｔ吊

表4.1 残存型枠及び残存化粧型枠の歩掛 　　　　　 　　  　　　　　（100㎡当り）

名 称 単 位

型 枠 材 １ 枚 当 り 質 量

残 存 型 枠 残 存 化 粧 型 枠

60kg 以 下 110kg 以 下

 現場条件により上表により難い場合は，現場条件にあった機
械・規格を選定する。

(注）(注） 現場条件により上表により難い場合は，現場条件にあった機
械・規格を選定する。

表4.1 施工歩掛　　　　　　　 　  　    　　　（100㎡当り）

土 木 一 般 世 話 役

60kg 以 下

ラフテレーンクレーン運転 日 1.1

普 通 作 業 員 〃 3.5

人 1.7

1.2

3.6

名 称 単 位

型 枠 材 １ 枚 当 り 質 量

残 存 型 枠 残 存 化 粧 型 枠

2.0

型 わ く 工 〃 3.3 3.4

諸 雑 費 率 ％ 13

 諸雑費は，組立支持材及び電気溶接機，コンクリートカッタ，高圧洗浄機，電気ドリル，電
力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上す
る。

 上記歩掛は，半径10ｍ以下の円形部分には適用しない。

 上記歩掛は，水抜きパイプの設置を含むものであるが，水抜きパイプの有無にかかわらず適
用出来る。水抜きパイプ材料は，必要量を別途計上する。

(注）  残存化粧型枠は意匠を目的とした平面・凹凸面の型枠材に適用する。

 型枠材は，残存型枠・残存化粧型枠及び残存型枠・残存化粧型枠用組立部材を計上する。

 ラフテレーンクレーンは，賃料とする。

土木工事標準歩掛の改定
残存型枠工

工種名

13

現　　行

本資料は，砂防工事の構造物施工にかかる平均設置高30ｍ以下の残存型枠及び残存化粧型枠の施工に適用する。本工法は，プレ
キャストのコンクリート二次製品による型枠を使用し，コンクリート打設・養生後の型枠の撤去を必要としない型枠工のことをい
う。

表3.1  機種の選定

油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第１
次基準値)　25ｔ吊

110kg 以 下

摘　要

機 械 名 規 格

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン

型

枠

材

の

搬

入

型

枠

加

工

組

立

・

設

置

(

足

場

工

)

コ

ン

ク

リ

ー

ト

打

設

型

枠

材

の

搬

入

型

枠

加

工

組

立

・

設

置

コ

ン

ク

リ

ー

ト

打

設
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工種名 現　　行 摘　要

4-2． 残存型枠，残存化粧型枠の使用数量

残存型枠、残存化粧型枠の使用数量は，次式による。

使用数量（㎡）＝設計数量（㎡）×（１＋Ｋ）･･････式4.1

Ｋ：ロス率

4-3． 天端の手摺及び足場（キャットウォーク）の設置・撤去の歩掛

1） 適用範囲

 　　基面地盤より高さ2m以上に手摺やキャットウォークを設置する場合に適用する。

（注）　足場を複数段設置する場合は、各段の合計延長を計上する。

図4-1　手摺、キャットウォークの施工長さ

残存型
枠工

ロ ス 率 6%

表4.2　ロ　ス　率（Ｋ）

材 料 名
残 存 型 枠 残 存 化 粧 型 枠

60kg 以 下 110kg 以 下

基面地盤からの

高さ（m）

基面地盤からの

高さ（m）
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工種名 現　　行 摘　要

2） 施工歩掛

(注）

(注）

残存型
枠工

諸雑費は，インパクトレンチ,手摺,単管パイプ,クランプ,斜面用足場
ブラケット,足場板,取付ボルト,取付ボルト穴の埋戻し用モルタル等
の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として
計上する。

普 通 作 業 員 〃 5.4

諸 雑 費 率 ％ 23

土 木 一 般 世 話 役 人 2.7

と び 工 〃 5.8

諸 雑 費 率 ％ 8

諸雑費は，インパクトレンチ,手摺,単管パイプ,クランプ等の費用で
あり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上す
る。

表4.4 足場（キャットウォーク）の設置・撤去歩掛 （100ｍ当り）

名 称 単 位 足場（キャットウォーク）

土 木 一 般 世 話 役 人 1.3

と び 工 〃 3.4

 天端の手摺及び足場（キャットウォーク）の設置・撤去にかかる施工歩掛は，次表を標準とする。

表4.3 天端の手摺の設置・撤去歩掛　  （100ｍ当り）

名 称 単 位 手 摺
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工種名 現　　行 摘　要

5. 単　価　表 5. 単　価　表

(１)　残存型枠及び残存化粧型枠100㎡当り単価表 (１)　残存型枠及び残存化粧型枠100㎡当り単価表

(２)　天端の手摺の設置・撤去100ｍ当り単価表

(３)　足場（キャットウォーク）の設置・撤去100ｍ当り単価表

残存型
枠工

と び 工 〃 　　〃

名　　　　　称 規　　　　　格 単 位 数 量 摘 要

土 木 一 般 世 話 役 人 表4.4

土 木 一 般 世 話 役 人

　　〃

普 通 作 業 員

計

〃 　　〃

諸 雑 費 式 1 　　〃

計

計

名　　　　　称 規　　　　　格 単 位 数 量 摘 要

表4.3

と び 工 〃 　　〃

諸 雑 費 式 1

水 抜 き パ イ プ ｍ 必要に応じ計上

諸 雑 費 式 1 表4.1

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策
型(第2次基準値) 25t吊

日
表4.1
機械賃料

型 枠 材 m2
式4.1，表4.2
組立部材含む

普 通 作 業 員 〃 　　〃

溶 接 工 〃 　　〃

土 木 一 般 世 話 役 人 表4.1

型 わ く 工 〃 　　〃

名　　　　　称 規　　　　　格 単 位 数 量 摘 要

　　〃

普 通 作 業 員

必要に応じ計上

諸 雑 費

型 枠 材

土 木 一 般 世 話 役 人

ラ フ テ レ ー ン ク レ ー ン
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策
型(第1次基準値) 25t吊

表4.1
機械賃料

名　　　　　称 規　　　　　格 単位 数量 摘　　　要

表4.1

型 わ く 工 〃

〃 　　〃

日

m2 100 組立部材含む

計

式 1 表4.1

水 抜 き パ イ プ ｍ


